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1 はじめに

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

基本構想

基本計画

【留意事項】

○　「２　第五次総合計画後期基本計画総括シート」について

　・　後期基本計画の振り返り
　　　「後期基本計画期間中に実施した主要な取組」を記載するとともに、その
　　取組を実施したことでどのような成果があったかを、「主要な取組の結果」
　　に記載しています。

　・　施策指標の推移
　　　基本計画では、施策の達成状況を把握するため、施策ごとに施策指標を設
　　定しています。総括シートでは、施策の達成状況の経過を見ることができる
　　よう、第五次総合計画期間中における指標の推移を記載しています。

　・　市民意識の指標の推移
　　　基本計画では、施策に関する市民意識についての指標を設定しています。
　　総括シートでは、施策の市民意識の経過を見ることができるよう、第五次総
　　合計画期間中における指標の推移を記載しています。

　・　市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
　　　市が実施した市民意識調査において、第五次総合計画に位置付けられた施
　　策の「重要度」及び「満足度」について調査した結果を基に、施策ごとの「
　　満足度」と「重要度」の偏差値を算出し、その推移を見ることができるよう
　　グラフにしています。

○　当総括は、令和元年度中に実施していますので、原則として平成30年度まで
　の実績等を記載しています。

○　第五次総合計画後期基本計画に掲げる41施策について総括しています。

当市では、平成23年３月に第五次総合計画を策定し、基本構想において定め
たまちづくりの目標とその方向性に基づき、効果的な施策、事業を推進してき
ました。
第五次総合計画が、令和２年度に目標年次を迎えることから、改めて将来的

な展望と進むべき目標を定めるため、令和３年度を初年度とする第六次総合計
画の策定に着手しています。
この総括報告書は、第五次総合計画後期基本計画期間中の主要な取組の実績

及びその結果を明らかにし、計画に位置づけられた施策の実施状況の振り返り
を行い、第六次総合計画策定の基礎資料として策定したものです。

【Ｄゾーン】 【Ｃゾーン】

１０年

前期 ５年 後期 ５年

後期基本計画
の中間総括

第
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合
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画
へ
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２　第五次総合計画後期基本計画総括シート
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
1

1

■後期基本計画の振り返り

②

⑤

名称

名称 耐震化による安全対策の充実

　建築物の所有者等に耐震診断及び耐震改修を行う
よう啓発を行った結果、住宅の耐震化率が平成28年
度から平成30年度までの間に79.8％から81.3％に上
昇した。

②

　既存建築物の所有者等に対して、耐震化に関する
助言、指示などの指導強化を図った結果、建築物の
安全性の確保のため、建替えや耐震改修が行われ
た。

①

・定期報告の審査や防災査察等の実施により、建築
物の適正管理の実施に誘導したことにより、建築物の
事故の防止につながった。
・調査を実施することで既存建築物の安全対策を進め
た。

名称

・特殊建築物等を対象に、建築基準法に基づく立入
検査や定期報告の提出を求め、防火・避難に対す
る指導を実施。
・既存建築物の危険度に関する調査を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

④

名称

②

まちづくりの大綱 安全で安心できるまちづくり

・木造住宅の耐震診断、耐震設計、耐震改修、除却
に対する補助を実施。
・耐震診断及び耐震改修について、広報、ホーム
ページ、防災まちづくりワークショップ、啓発チラシの
全戸配布等を通じ、周知・啓発活動を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

施策 災害に強いまちをつくる

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

耐震診断・耐震改修補助の実施

②

③

名称 密集住宅地区の整備

③

・主要生活道路の整備率は、平成28年度から平成30
年度までの間に、55.4％から57.3％に上昇した。
・老朽木造集合住宅除却費等補助により街の不燃化
が進んだ。

・主要生活道路を整備。
・老朽木造集合住宅除却費等補助を実施。
・「寝屋川市駅西地区まちづくり勉強会」と連携した
まちづくりに係る検討会を実施。

①

名称

⑤

②
主
な
取
組

既存建築物の安全対策

①

名称

③

④

・「第二期住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づ
き、耐震化率の更なる向上に向けた耐震相談窓口
の開設等の取組を実施。
・要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計
画記載建築物の耐震診断結果の公表を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
1

2

■後期基本計画の振り返り

⑤

　南前川ポンプ場及び大利ポンプ場施設の設備修繕
や雨天時における排水運転など、適切な維持管理を
行った。

・南前川ポンプ場維持管理事業を実施。
・大利ポンプ場維持管理事業を実施。
・ポンプ施設 （南前川・大利）電気設備保安管理業
務を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

　古川水路の流下機能を確保するとともに、水路、調
節池等の水位監視や遠隔操作の機能の向上により、
浸水防除の強化を図った。

・古川水路で409㎥の浚渫を実施。
・導水路樋門７か所の遠隔操作機能等の更新と四
方黒池調節池に貯留状況の監視機能を追加。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

　老朽化したポンプ施設を改修し、水路の排水機能を
確保した。
     平成28年度以降  ポンプ取替え10台

　劣化の程度や経過年数を考慮し、ポンプ施設を順
次更新し、排水機能等を維持。（古川第２・仁和寺
町・清水町・仁和寺、点野・木屋・錦町）

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

①

・雨水貯留タンク助成制度の助成件数
平成28年度以降で31件の貯留施設の設置が実現。
・止水板設置工事助成制度の助成件数
平成28年度以降３件

　市民が行う浸水対策の自助防除に対し、止水板
及び雨水貯留タンクの助成制度を創設し、支援を実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 水路改修などの推進

②

　老朽化した水路を改修し、水路の排水機能を確保し
た。
     平成28年度以降  水路護岸改修工事30ｍ
                              水路護岸塗装100ｍ

名称 総合治水対策の推進

③

・大阪府へ寝屋川北部地下河川や古川増補幹線等の
早期完成に向け要望活動を実施した。
・平成28年度以降、開発事業等により、15,948㎥の雨
水流出抑制施設を設置した。

・寝屋川北部地下河川や流域調節池の早期完成、
古川増補幹線の早期完成を大阪府に要望。
・開発事業等に対して、法及び条例に基づき、雨水
流出抑制施設の設置を指導。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 雨水対策等の支援

・香里新町地内水路改修工事を実施。
・友呂岐水路護岸改修工事を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 排水施設等維持管理業務

③

名称 ポンプ施設の改修

②

⑤

名称 雨水ポンプ場維持管理業務

まちづくりの大綱 安全で安心できるまちづくり

　市立小学校６校に校庭貯留浸透施設を設置。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 雨水対策事業等の推進

施策 治水対策を促進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 雨水貯留施設の整備

①

　平成28年度以降で5,052㎥の校庭貯留量を確保し、
内水域の浸水防除の強化を図った。

②

・高宮ポンプ場整備工事（幹線管渠工事）
平成28年度～平成29年度　立坑、マシン製作
平成30年度　シールド一次覆工　延長Ｌ＝1,800ｍ
・古川雨水幹線整備事業（古川導水幹線接続工事）
平成30年度
接続第１工事　特殊人孔、流入ゲート築造

　高宮ポンプ場整備工事（幹線管渠工事）や古川雨
水幹線整備事業などを施工。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
1

3

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 安全で安心できるまちづくり

・「地域防災計画」の改訂や「地震防災アクションプ
ラン」「業務継続計画」の策定及び「命を守るワガヤ
ノ防災」を作製。
・地域協働協議会への「避難所開設・運営マニュア
ル」の作成支援。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

施策 危機管理体制を充実する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 「地域防災計画」の推進

①

・防災減災対策の推進、防災体制の充実が図られた。
・非常時優先業務の適切かつ迅速な実施に向けた対
策を行った。

②

・リーダー育成研修を実施し、地域協働協議会（防災
に関する部会）への支援を通して、自助・共助の重要
性と地域の防災活動の活性化が図られた。
・各校区の避難所開設・運営訓練の推進が図られた。

・リーダー育成研修を実施。
・地域協働協議会(防災に関する部会)での訓練・講
演会等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称 非常備消防力の充実

③

・自主防災訓練への参加により、消防団員と地域の連
携が図られた。
・大阪府消防大会への参加及び消防団員の訓練によ
り、団員の士気が高揚し、各種災害の防除、被災時の
被害軽減のための技能習熟が図られた。

・地域防災力の中核である消防団員が、小学校区
の自主防災訓練に参加。
・消防団員を対象とした訓練を実施。
・大阪府消防大会への参加。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 自主防災組織の整備・育成

②
主
な
取
組

①

名称 避難行動に対する支援体制の充実

・耐水性貯水槽の適切な維持管理を実施。
・消防水利設備の適切な維持管理を実施。
・緊急時応急給水所の近畿運輸局大阪支局内への
整備を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称 常備消防力の充実

③

名称 防災器材等の普及・設置の推進

②

⑤

名称

③

　市内の24時間営業のコンビニエンスストアにＡＥＤを
設置し、常時使用できる環境を整備するとともに、市内
の救命救急体制の強化充実が図られた。

　市内の24時間営業のコンビニエンスストアにAED
を設置。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

①

・家庭内備蓄の促進と防災意識の向上が図られた。
・避難行動要支援者の支援に向けた体制が整備され
た。

・家庭用防災用品の購入費用に対する補助を実
施。
・避難行動要支援者名簿を更新。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 消防水利施設の維持管理業務

②

　災害時の防火用水及び飲料水の確保が図られた。

⑤

④

　ドクターカーを導入し、救急医療体制の充実が図られ
た。　平成29年４月からドクターカーの運用を開始。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

指標名称

全24小学校区自
主防災訓練などの
参加者数

人

単
位

H22 H23 H24
R２

（2020）
（めざそう値）

6,000

H26 H27 H28 H29 H30 R１

3,773

H25

5,116 5,799 4,5605,012 4,590 5,016 4,091

435

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

4,112

383 397 397 391 380

R１

32.6 27.2 ━

H26 H27 H28 H29 H30

32.2 34.6

━ ━ ━ ━消防団の団員数 人

指標名称

「地域の消防防災体
制が充実している」と
思う市民の割合

単
位

％ 26.0 ━ 23.1 ━

H25H22 H23 H24

H26年
H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

56 58 60 62 64 66

満
足
度

重要度

高

高

高

高

8



第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
1

4

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

①

平成28年度の刑法犯認知件数は2,716件であったが、
平成30年度の刑法犯認知件数は2,013件に減少した。
（約25％減少）

・四季地域安全運動として啓発活動を実施。
・夜間一斉街頭防犯活動、歳末夜警、公用車による
ひったくり防止街頭啓発等を実施。
・夏期に防犯パトロールを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

②

名称 防犯灯の整備

③

　地域の防犯灯の整備を促進し、犯罪抑止の環境づく
りを推進した。　防犯灯の維持管理及び新設・改造に対する自治

会への補助を実施。
　　新設　215灯
　　改造　846灯

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 防犯意識の啓発

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 安全で安心できるまちづくり

・安全推進協議会で安全推進施策の情報を共有。
・同協議会で、こどもの犯罪被害防止街頭啓発を実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 防犯器材の普及・設置の推進

施策 犯罪のないまちづくりを推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 防犯活動組織との連携

①

・安全推進施策について、協議・実施することで、安全
で安心して誰もが暮らしやすいまちの実現に寄与し
た。
・青少年の健全育成及び子どもの犯罪被害防止に対
する啓発活動の強化に努め、安全で安心できる明るい
まちづくりの推進が図られた。

②

・防犯カメラの設置費用に対する補助を行い、地域で
の犯罪の抑止が図られた。
・市域の境界、主要な交差点等に市が直接に防犯カメ
ラを設置し、市域における犯罪抑止の環境づくりが図
られた。
・2,000台を計画的に設置することで、子どもの安全対
策や犯罪抑止の環境づくりを推進した。

・学校、寝屋川警察署等と連携し、安全・安心メール
を配信。
・防犯カメラ設置に対する自治会への補助を実施。
・市内各所に防犯カメラを654台設置。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

指標名称
単
位

市内の犯罪発生
件数

件

17.6

━ ━ ━ ━
防犯教室参加者
数

人

指標名称
単
位

％
「犯罪が少なく、安
全なまちである」と
思う市民の割合

H22

R１

9.7 ━ 13.4 ━ 21.7 8.6

H23 H24 H25

3,381 2,991 2,7124,050 4,348 3,788 3,915

R２
（2020）
（めざそう値）

2,500

1,260

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

2,215 2,013

545 405 430 548 438

━ 17.3

H26年

H29年 H30年

10

20

30

40

50

60

66 68 70 72 74 76

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

5

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・恒久平和を願う市民のつどいを開催。
・恒久平和祈念式典を実施。
・親と子の平和バスツアーを実施。
・戦争関係資料の展示を実施。
・平和のバラを普及。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

施策 平和を希求し人権が尊重されるまちをつくる

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 非核平和の推進

①

　各種非核・平和事業を通じて、戦争や平和について
改めて考える機会を提供することにより、核兵器廃
絶、恒久平和の実現に向けた機運の醸成を図ること
ができた。

②

　各種人権啓発事業を通じて、日常生活において解決
しなければならない様々な人権問題が依然として存在
する事実について、一人でも多くの市民が認識し、そ
の解決を自らの課題として捉えることへの意識づけと
人権尊重の大切さについて理解を深めることができ
た。

・人権を考える市民のつどいを開催。
・ヒューマンライツシアターを開催。
・人権学習市民連続講座を開催。
・街頭啓発事業を実施。
・小・中学生人権作品「にじの橋」を発行。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 子どものいじめ対策の推進

③

・平成28年11月に基本方針を策定（平成29年10月改
定）し、いじめのない社会、学校づくりが促進された。
・17関係機関等との連携を図り、市全体でいじめ対策
に取り組む意識を高め、いじめの防止等が図られた。
・児童虐待との合同街頭啓発を行う等、いじめは子ど
もへの人権侵害であることを広く市民に周知できた。

・「いじめ防止基本方針」の策定及び改定を実施。
・いじめ問題対策連絡協議会を設置。
・臨床心理士の配置など、相談体制を充実。
・庁内組織の設置により、教育委員会と連携を図り
ながら、いじめ解決に向けた取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 人権啓発の推進

②
主
な
取
組

①

名称 人権擁護の推進

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

③

①

　人権擁護都市宣言等に基づき、市民一人一人が相
互の人権を尊重し合い、人権意識の高揚を図るため、
人権擁護委員及びその関係機関と緊密な連携協力を
図りながら、人権啓発活動等を実施し、人権に関わる
問題等について相談を受け、その解決に向けて適切
な対応を図った。

・寝屋川地区人権擁護委員会への活動支援を実
施。
・人権の花、人権教室を開催。
・社会福祉施設に特設相談所を開設。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

②

⑤

④
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

R２
（2020）
（めざそう値）

95.0

H26 H27 H28 H29 H30 R１

96.8 97.591.8 95.5 95.6

H30H22 H23

指標名称

事業参加により人権
尊重意識が向上した
人の割合

％

単
位

H22 H23 H24 H25

90.3 92.7 92.3

指標名称

「一人一人の人権意
識が高くなってきた」
と思う市民の割合

単
位

％

H24

25.1

91.1

R２
（2020）
（めざそう値）

UP24.8

R１

25.1 ━ 19.6 ━ 26.4 20.6 ━

H25 H26 H27 H28 H29

H26年
H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

42 44 46 48 50 52

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

6

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

①

・審議会により、計画的に男女共同参画施策を推進す
ることができた。また、平成28年度から開催回数を拡
充したことにより、取組の幅を広げることができた。
・「男女共同参画プラン」の進捗管理を実施し、各事業
における男女共同参画の促進に努めた。
・研修会を通じて、職員の男女共同参画への理解や
意識の向上を図った。

・男女共同参画審議会を開催。
・「第４期ねやがわ男女共同参画プラン」の進捗管
理を実施。
・男女共同参画推進本部幹事・実務担当者合同研
修会を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 男女共同参画推進センター（ふらっと ねやがわ）の運営

②

・登録団体の男女共同参画に関わる自主活動の場と
して、会議室及び研修室の貸出しを実施し、活動支援
に努めた。
・センターの利用者に対して、男女共同参画に関する
展示や図書、ＤＶＤの貸出しなどを実施し、学習の機
会の確保や情報提供に努めた。

名称 DV被害者支援体制の充実

③

・被害者個々の事案に応じた適切な相談・助言を行う
とともに、あらゆる社会資源を活用しながら、被害者自
らが現状を克服し、安心・安全な日常生活が送れるよ
う、自立に向けた支援に努めた。
・ＤＶ被害者支援連絡会では、関係所管課や関係機関
との情報交換や事例検討会議を通じて、職員等のＤＶ
に関する知識と資質の向上を図った。

・DV被害者支援連絡会議を開催。
・京阪奈DV被害者支援連絡会議を開催。
・「DV被害者支援ハンドブック」を改訂。
・関係課や寝屋川警察署を始めとする関係機関等と
連携・協力を図りながら被害者の支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 男女共同参画推進体制の確立と推進

・会議室及び研修室の貸出し及び展示を実施。
・センターだより”Doふらっと”を発行。
・図書やDVD等の貸出しを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・ふらっと市民セミナー等を開催。
・ふらっと　ねやがわまつりを開催。
・男女共同参画情報誌(ルュミエール)を発行。
・男女共同参画週間及び女性に対する暴力をなくす
運動週間における街頭啓発を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 生涯を通じた心とからだの健康づくりの推進

施策 男女がともにいきいきと暮らせるまちをつくる

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 意識啓発と社会参画の促進

①

・仕事や家庭等の日常生活の様々な場面における現
状や課題等をテーマに各種講座の開催や啓発冊子の
発行等により、広く市民の男女共同参画についての関
心と理解を深めるとともに、様々な分野や職域等で活
躍できる環境づくりに努めた。
・総合戦略により、女性の就労・キャリアアップに関わ
る講座の開催回数を拡充した。

②

・幅広い相談内容に応じ、相談者の悩みに対する知識
などを提供することによって、相談者の心の整理を促
し、悩みを解決するための一歩を踏み出せるように努
めた。
・女性の心の悩み相談（面接）をこれまでの実施日に
加え、平成29年１月から毎月１回拡充実施したことに
より、より多くの市民の悩みが解決できるよう努めた。

・女性の心の悩み相談（カウンセリング）を実施。
・男性のための悩み相談（カウンセリング）を実施。
・女性のための法律相談を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H29 H30

65.5 ━

H25 H26 H27 H28

30.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP66.9 64.8

26.9 25.6 26.2 26.6

R１

━ 61.2

「男は仕事、女は家庭」とい
うように性別によって役割
を分担する考え方に共感し
ない市民の割合

％

H22 H23 H24指標名称
単
位

61.0 ━ 55.6

26.3 25.1 25.3 24.2

H26 H27 H28

審議会などへの女性
委員の登用比率

％ 23.4

H30 R１H22 H23 H24 H25指標名称
単
位

R２
（2020）
（めざそう値）

H29

H26年 H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

44 46 48 50 52 54

満
足
度

重要度

高

高

高

高

14



第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

7

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

　大阪府や枚方市保健所への派遣では、移譲される
保健所業務等の習得及び引継ぎを円滑に進めること
ができた。施設整備は、府と市で実施する工期などを
調整し、平成30年度内に工事を完了することができ
た。

・寝屋川市保健所業務移管検討ワーキング会議を
開催。
・保健所設置市への行政視察を実施。
・大阪府や枚方保健所に、保健師等24人を派遣し、
事務引継ぎ等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

　がん検診と同時実施の特定健診受診者全員に保健
指導を開始し、生活習慣病発症予防の事業を拡充し
た。また利用しやすい休日に集団保健指導を開始し、
保健指導実施率が27.7％（３月末時点）と前年より上昇
した。

・特定健診を実施（自己負担の無償化）。
・特定保健指導及び啓発活動を実施。
・未受診者対策として電話勧奨などを実施。
・生活習慣病重症化予防イベントを開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・育児不安が高まりやすい出産後間もない時期に、母
の心身のケアや育児サポートを行うことで、安心して産
み育てることができる体制の充実が図られた。
・父親のための育児知識を普及することで、妊娠期か
らの父親の育児参加が促進された。

・乳幼児健康診査、歯科教室、経過観察健康診査を
実施。
・母子保健教室を開催。
・訪問指導を実施。
・父子健康手帳を交付。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 妊婦健康診査等の公費助成

②

・不育症治療の費用の一部を助成することで、治療に
係る経済的負担の軽減が図られた。
・出産後間もない産婦の心身の健康状態の把握を進
めることで、安心して産み育てることができる体制の充
実が図られた。

名称 救命救急体制の強化

③

　重篤患者の医師支配下に置くまでの時間が短縮さ
れ、救命率の向上を図った。　平成29年４月からドクターカーの運用を開始。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 母子健診及び教室・相談

・妊婦健康診査費用の助成を実施。
・妊婦健康診査、乳児一般健康診査、乳児後期健
康診査、妊婦歯科健康診査を実施。
・不育症治療費の一部費用の助成を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称 保健所の設置の推進

③

名称 特定健診・特定保健指導業務

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・各種がん検診（集団・個別）を実施。
・健康づくり健診事業、成人歯科健康診査事業、成
人保健教室、健康長生塾を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 健康意識の啓発

施策 健康づくりを推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 各種健診などの実施

①

　市民に対し、個別はがきによる受診勧奨を実施した
こと、集団検診（がんドック）に特定健診を同時に実施
したこと、また利便性の向上を図るため、がん検診の
個別検診を実施したことで、微増ではあるが、検診受
診率を向上することができた。

②

・ワガヤネヤガワ健康ポイント事業のインセンティブを
通じて、市民の健康意識の高揚につなげた。
・食育推進計画に基づく取組を進め、ライフステージに
応じた対策を実施することで、意識付けの強化が図ら
れた。
・自殺予防対策においては、周囲の人の気付きを促
し、対策の強化につなげることができた。

・ワガヤネヤガワ健康ポイント事業を実施。
・食育推進事業を実施。
・ゲートキーパー養成研修を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

指標名称
単
位

健康寿命（日常生活
に制限のない期間）

年

17.6

━ ━ ━ ━
重症化リスクが特に高
い、高血糖、高血圧の
人の割合

指標名称

「健康づくりプログラ
ムを活用している」市
民の割合

単
位

％

％

H22

R１

12.6 ━ 12.6 ━ 14.0 12.2

H23 H24 H25

男77.96
女81.90

男78.50
女82.54

男78.88
女82.92

━ ━ ━ ━

R２
（2020）
（めざそう値）

男78.06
女82.05

4.3

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

男78.45
女83.92

男78.45
女83.34

6.4 5.8 5.2 5.0 5.8

━ 16.9

H26年

H29年

H30年

30

40

50

60

70

80

48 50 52 54 56 58

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

8

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

・就労支援対象者は年々、減少しているが、就労支援
対象者に対する就労者の割合は増加傾向にある。
・レセプトからの抽出等により、健康支援が必要な人
に情報提供等を行い、中断していた通院を促すことで
重症化予防等が図られた。
・養育や進学に関する悩みなどの相談に対応し、適
宜、学校等と連携を図り、子どもの健全育成を図った。

・就労自立支援を実施。
・就労支援セミナーを実施。
・健康管理支援を実施。
・子どもの健全育成相談を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

①

・地域福祉計画推進委員会を開催し、計画に基づく施
策・事業を着実に推進していることを確認した。
・地域協働協議会と連携し、福祉のまちづくりひろばを
開催し、参加者同士のつながりづくり、福祉課題に関
する情報共有を図った。

・地域福祉計画推進委員会を開催。
・地域の課題について意見交換等を行う、福祉のま
ちづくりひろばを開催。
・庁内横断的に課題共有等を行う、地域福祉連絡調
整会議の設置に向けた調査・研究等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 福祉事業等の健全運営の促進

②

　指導監査等に係る指導事項の改善を確認等するこ
とで、法人運営の適正化や保育・介護・障害福祉サー
ビスの質の確保等を図った。

名称 生活困窮者の自立支援

③

・生活困窮者自立相談支援事業の新規相談件数は、
年々、増加し、就労・増収等により相談者の自立につ
ながった。
・子どもに対する学習支援事業の参加者は、全員、高
校に合格した。

・生活困窮者自立相談支援事業（平成27年度）を開
始し、相談者の状況に応じた事業につなげて自立に
向けた支援等を実施。
・貧困の連鎖を防止するため、子どもに対する学習
支援事業（平成28年度）を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 地域福祉計画の推進

・社会福祉法人及び保育所に指導監査を実施。
・指定居宅サービス事業者や指定障害福祉サービ
ス事業者等への集団指導、実地指導、監査を実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

③

名称 生活保護受給者の自立支援

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・社会福祉協議会に補助金の交付など適切な支援
の実施。
・保健福祉公社の既存事業の目的や効果等の検証
により、在り方について検討。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 生活保護の適正実施

施策 地域でともに支えあうしくみを充実する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 地域福祉活動の仕組みの充実

①

・社会福祉協議会が行う、まちかど福祉相談所の機能
の充実が図られるとともに、コミュニティソーシャル
ワーカーの資質の向上や体制の強化等につなげるこ
とができた。
・平成29年６月の保健福祉公社評議員会において、平
成30年３月31日をもって、公社解散の定款変更が決
議された。

②

・ジェネリック医薬品使用割合は、平成30年度平均
82.9％で、徐々に上昇させることができた。
・生活保護適正化ホットラインによる情報受付件数は
71件（平成30年度）で、適正な生活保護の実施につな
がった。

　レセプト点検やジェネリック医薬品の使用促進、生
活保護適正化ホットラインを活用した生活困窮世帯
や不正受給の発見等を適正に実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

「地域の福祉活動が活
発に行われている」と思
う市民の割合

％

1,410

1,620

R２
（2020）
（めざそう値）

UP38.0 35.5

1,298 1,521 1,355 1,292

908 665 1,176 832

R１

25.5 ━ 28.8 ━ 38.8 37.0 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

1,2461,171 1,270 1,349 1,270
小地域ネットワーク
活動（グループ援助
活動）の回数

回

指標名称
単
位

678 863 1,037 1,144

H26 H27 H28指標名称

まちかど福祉相談
所の相談件数

件

単
位

1,275

R１H22 H23 H24 H25
R２

（2020）
（めざそう値）

H29 H30

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

44 46 48 50 52 54

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

9

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・元気アップ介護予防ポイント事業を実施。
・老人クラブ連合会支援事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 地域包括支援センター機能の充実

施策 高齢者の社会参加と自立支援を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 高齢者の社会参加活動への支援

①

　高齢者の社会参加活動への支援により、高齢者の
生きがいと健康づくりを推進することができた。

②

　地域包括支援センターについては、地域包括ケアシ
ステム構築を目指す中で、高齢者の介護予防・自立支
援が重要であるとの認識の下、各種研修を行い、地域
ケア会議の開催や介護予防・日常生活支援総合事業
におけるケアマネジメントの向上を図る中で、高齢者
の介護予防・自立支援を推進することができた。

総合相談支援・権利擁護事業、包括的・継続的ケア
マネジメント支援事業、介護予防ケアマネジメント
事業、地域ケア会議運営事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 介護保険サービスの提供

・介護予防普及啓発事業を実施。
・地域介護予防活動支援事業を実施。
・介護予防・生活支援サービス事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称 在宅高齢者総合支援の促進

③

名称 高齢者保健福祉計画の推進

②

⑤

名称 後期高齢者医療業務

③

　「高齢者保健福祉計画」に基づく施策を推進すること
により、高齢者の総合的な保健福祉の向上が図られ
た。

・高齢者保健福祉計画推進委員会を開催。
・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を実施。
・在宅介護実態調査を実施。
・「高齢者保健福祉計画（2018～2020）」を策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・介護給付費の適正化を図った。
・保険給付費総額
　平成28年度：17,341,658千円
　平成29年度：17,957,044千円
　平成30年度：18,473,087千円

・介護給付費の適切な支払。
・介護保険制度の仕組みや介護サービスの内容の
情報提供（動画を作成し、ホームページ・YouTubeに
掲載）を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 地域支援事業の推進

②

　各種の介護予防教室の開催や、元気アップ体操の
地域での展開及び介護予防・生活支援サービス事業
等を実施することで、高齢者が要支援や要介護状態と
なることを予防するとともに、要介護状態の悪化の防
止、軽減を図った。

⑤

　市の役割として、保険料の収納及び各種申請の手
続きを実施することにより、後期高齢者医療制度の安
定的な運営が図られた。

・後期高齢者医療制度は、大阪府後期高齢者医療
広域連合が保険者として、制度を運営。
・滞納債権整理回収室との連携及び口座振替の推
進を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

　外出を支援する事業を実施することで、高齢者の介
護予防及び閉じこもりの防止を図ったほか、緊急通報
装置の貸与等を実施することで高齢者の在宅生活を
支援することができた。

・外出援助サービス事業、買い物等外出促進事業、
交通系ICカード購入補助事業を実施。
・緊急通報体制整備事業、街かどデイハウス支援事
業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

6,343 5,890

29,502 34,355 34,818 37,783 38,679

27.6

6,237

R１

23.4 23.1 ━

H26

R２
（2020）
（めざそう値）

6,700

31,361

R２
（2020）
（めざそう値）

指標名称

地域包括支援セン
ターの相談件数

単
位

件

H22 H23 H24 H25

6,329

介護予防事業の
参加者数

人

指標名称

「高齢者が生きがいを持ち、健
康で心豊かに暮らせる環境づく
りが進んでいる」と思う市民の割
合

単
位

％

3,203 3,900 5,6063,120

16.4 ━ 19.1 ━

H25

6,151

H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

27.4

14,228 11,751 10,965 12,469

H26年

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

46 48 50 52 54 56

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

10

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・居宅介護（ホームヘルプ）、生活介護、短期入所等
の介護給付事業（サービス）の提供。
・グループホーム（ケアホーム含む）、就労移行支援
事業、就労継続支援B型事業等の訓練等給付事業
（サービス）の提供。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

施策 障害のある人が自立した生活を営む環境を整備する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 障害福祉サービスの充実

①

　利用者のニーズや障害状況等に応じた適切なサー
ビス決定を通じて、利用者の自立支援及び介護者の
負担軽減を図った。

②

　地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟な事業実
施により、障害者が地域で生活するために必要な支
援を行うことができた。

・相談支援事業、移動支援事業等を適切に実施。
・障害者虐待防止センターを適正に運営。
・聴覚障害者の夜間、休日緊急時の手話通訳者の
派遣事業を実施。
・手話通訳講座、ガイドへルパー養成講座を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

②

名称 地域生活支援事業の推進

②
主
な
取
組

①

名称 自立支援医療の給付

・早期に障害の軽減に向けた療育指導及び保護者
支援を実施。
・個々の状況を踏まえた関係機関との連携による支
援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 障害者福祉計画の推進

③

名称 個別ニーズを踏まえた在宅福祉サービスの推進

②

⑤

名称

③

・障害のある人のニーズや状況に応じて、多様なサー
ビスを提供し、地域で安心して自立した日常生活及び
社会生活ができるよう支援を行うことができた。
・救急医療情報キットの配布により、救急搬送時の迅
速な対応を図ることができた。
・関係機関の連携による就労支援の実施により、就労
の場の確保に向けた取組を進めることができた。

・身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳を交
付。
・救急医療情報キットを配布。
・自立支援協議会等を通じた関係機関の連携による
就労支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

①

　自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医
療）の給付により、障害者の経済的負担を軽減するこ
とができた。

　自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医
療）の給付を適正に実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 障害児施策の推進

②

・基本的な生活習慣の確立と子どもの発達状況に合
わせた療育支援を実施するとともに、保護者支援を実
施することで安定的な親子関係の構築が図られた。
・発達に課題がある子どもに対して、効果的に療育支
援を行うとともに、関係機関と連携を図り、療育施設等
の活用を促すことで早期療育の開始が促進された。

⑤

④

　「障害者総合支援法」の改正や社会情勢の変化等を
踏まえた計画を策定したことにより、障害者の生活を
支援する様々な取組を体系的・総合的・計画的に推進
する仕組みを整えることができた。今後は、計画推進
シートに基づき、ＰＤＣＩの考え方に基づいて、計画の
推進を図っていく。

　第３次障害者長期計画（平成30年度～令和５年
度）、第５期障害福祉計画（平成30年度～令和２年
度、第１期障害児福祉計画（平成30年度～令和２年
度）を策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

指標名称

居宅介護（ホームヘ
ルプ）のサービス利
用量

時間/月

単
位

H22 H23 H24
R２

（2020）
（めざそう値）

12,000

H26 H27 H28 H29 H30 R１

11,250

H25

9,685 10,538 10,9388,817 9,285 8,868 9,232

102,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

11,807

82,497 83,642 85,731 87,032 88,302

R１

24.6 21.9 ━

H26 H27 H28 H29 H30

26.1 25.5

99,801 101,025 101,790 104,860
移動支援（ガイドヘ
ルプ）のサービス利
用量

時間/年

指標名称

「障害のある人に対す
るサービスや支援体制
が整っている」と思う市
民の割合

単
位

％ 18.0 ━ 18.8 ━

H25H22 H23 H24

H26年
H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

48 50 52 54 56 58

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

11

■後期基本計画の振り返り

⑤

　身近な場所での子育て支援の推進が図られたことに
より、子育てに対する不安の解消や負担の軽減につな
げることができた。

　保育所等において、地域の子育て家庭に園庭開
放、子育て相談や育児教室等を実施。
＜利用実績＞
　・民間保育所等　年間約13,000人
　・市立保育所　　 年間約17,000人

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

　

②

名称 児童虐待の防止

②

　児童虐待対応の実務を担う専門職の年次的な増員、
個別事案に的確な助言・指導を行うスーパーバイザー
の配置など体制強化を進めるとともに、子ども関係施
策担当７課の実務的な連携を強化し、課題を抱える家
庭を適切な支援につなげることで、児童虐待等の未然
防止、早期発見・早期対応が図られた。

④

　子育て支援の充実が図られたことにより、子育てに
対する不安の解消や負担の軽減につなげることができ
た。

　こどもセンターにおいて、地域の子育て支援拠点
等とも連携しながら、親子同士の交流の場の提供、
講座、子育てサークルの育成支援等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 子ども医療費助成業務

③

　子どもに係る医療費の一部を助成することにより、子
どもの健やかな成長に寄与するとともに、子どもの福
祉の増進が図られた。

　子ども医療費助成の対象者を平成27年７月から、
18歳に達して以降の３月31日までの引き上げを実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 子育て支援の充実

③

　子育てリフレッシュ館（リラット）における親子のリフ
レッシュにつながる各種事業の実施、クーポンによる
子育てサービスの利用促進、子育て世代包括支援セ
ンターでの妊娠期から保健師等による個別支援を総
合的に実施することで、子育て支援の充実が図られ
た。

・子育て世代包括支援センターの開設及びねやが
わ☆子育てスタート応援クーポンを交付。
・子育てリフレッシュ館（リラット）を開設し、親子のリ
フレッシュに繋がる各種事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 「子ども・子育て支援事業計画」の推進

・専門職の増員など児童虐待対応の体制強化。
・子ども家庭総合支援拠点事業の推進。
・児童虐待相談、児童虐待防止の啓発を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 地域子育て支援の充実

⑤

名称 地域の子育て支援

①

　市民、民間保育所園、学識経験者等で構成する子ど
も・子育て会議で、保育所等の量の見込みと確保方策
及び基本方針に基づく具体的事業（平成29年度全97
事業）の計画が着実に推進されていることが確認さ
れ、出産期から子どもが学童期に至るまで、必要な支
援を途切れなく実施できる環境整備を計画的に進める
ことができた。

・計画期間（平成27年度～令和元年度）における取
組施策の進捗点検、評価及び中間見直しの実施。
・子ども・子育て会議を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・民間保育所等の定員増、定員の弾力化を活用した
待機児童の解消に向けた取組を実施。
・年間を通じた待機児童の解消に向け「待機児童Ｚ
ＥＲＯプラン」を推進。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 孤立しがちな家庭への支援

施策 子育てしやすい環境を整備する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 保育環境の整備

①

　「待機児童ＺＥＲＯプラン」の推進により、平成30年度
には、北河内７市で唯一、５年連続、４月１日時点の待
機児童数０人を達成するとともに、年間を通じて待機児
童０人を達成できた。

②

　子育てに関する情報提供や相談支援を行い育児に
関する不安の軽減を進めるとともに、必要に応じてヘ
ルパー派遣等を実施することで子育て家庭の育児負
担の軽減が図られた。

・乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育てに関す
る情報提供や相談支援を実施。
・育児支援が必要な家庭への訪問及びヘルパー派
遣を実施。
・子ども食堂の開設及び運営に係る支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

「安心して子どもを産み
育てることができるサー
ビスや環境が整ってい
る」と思う市民の割合

━ ━ ━
地域子育て支援拠
点の利用者数

人

R１

14.7 ━ 17.8 ━ 21.0 21.0 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

25.3

指標名称
単
位

％

H23 H24 H25

0 0 0━ ━ ━ ━

指標名称

保育所待機児童
数（4月1日現在）

単
位

人

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

━

0

170,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

0 0

139,771 152,561 144,373 147,733 137,163

28.9

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

58 60 62 64 66 68

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
2

12

■後期基本計画の振り返り

⑤

★

②

名称

②

④

③

名称

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 感染症対策の推進

④

名称

⑤

名称

①

　各種予防接種の必要性の啓発を行うことで、抵抗力
が弱く、重症化する恐れが高い子どもや高齢者の感
染症の予防及びまん延が図られた。

・高齢者の肺炎球菌ワクチン接種の助成を実施。
・成人風しん予防接種に係る費用の一部の助成を
実施。
・広報誌などで、高齢者のインフルエンザワクチン接
種の必要性について啓発を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 健康でいきいき暮らせるまちづくり

・定期予防接種の実施及び啓発を実施。
・高齢者肺炎球菌ワクチン接種助成を実施。
・成人用麻しん、風しん接種助成を実施。
・年少児インフルエンザワクチン接種助成を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 環境衛生業務

施策 安心できる環境衛生を確保する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 各種予防接種事業の推進

①

・先天性風しん症候群の防止が図られた。
・抵抗力が弱く、重症化する恐れが高い子どもの感染
症の予防及びまん延の防止が図られた。

②

・飼犬の予防注射接種率の向上に努めるなど、狂犬
病の発生予防が図られた。
・所有者不明猫の繁殖の抑制及び良好な生活環境の
保全が図られた。

・「狂犬病予防法」に基づく飼い犬登録、狂犬病予防
注射に関する啓発、狂犬病集合予防注射を実施。
・所有者不明猫の避妊・去勢手術費の補助を実施。
・鳥獣飼養登録や鳥獣捕獲許可を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。

「感染症対策が充実
している」と思う市民
の割合

━ ━ ━
狂犬病予防注射
の接種率

％

R１

━ ━ ━ ━ ━ 10.1 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

10.7

指標名称
単
位

％

H23 H24 H25

99.0 99.8 94.0━ ━ ━ ━

指標名称

BCG接種率

単
位

％

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

━

99.5

76.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

95.5 98.3

61.5 62.3 59.6 59.1 59.1

12.0

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

56 58 60 62 64 66

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

13

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・年齢に応じた体力づくり等を推進する、特色ある幼
稚園づくり事業及び地域との連携を深める地域人材
活用事業を実施。
・幼児の成長と保護者の子育てを支援する、子育て
ステップの活用。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称

施策 就学前教育を充実する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 幼児期の発達に応じた教育の推進

①

　家庭、地域との連携の下、幼児一人一人の発達過
程における特徴、課題に応じた教育の充実と、様々な
人たちとの交流を通して、心身ともにたくましい子ども
を育てる魅力ある幼稚園づくりを進めた。

②

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 公立幼稚園運営・管理業務

・幼稚園教育研究会、幼稚園指定園研修、夏期研
修等の教員研修を実施。
・保育所園、こども園、幼稚園、小学校との連携及び
合同研修を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

⑤

名称

①

・公立幼稚園の運営管理を適切に行った。
・各園が保育環境や教育内容を工夫して実施した。　園児募集、保育料の徴収、物品・光熱水費等の管

理など、公立幼稚園の運営管理を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

②

名称 教職員研修、教育に関する調査研究

②

・研修や教育研究員活動などの調査・研究を通して、
教職員の資質向上を図った。
・保育所園、こども園、幼稚園、小学校との連携及び
合同研修により、相互理解の機会となった。

④

③

名称 幼稚園規模の適正化

③

・各園において、子育て相談体制の充実、保護者の交
流の推進、園庭開放などの取組を推進し、地域での子
育て支援を図った。
・「公立幼稚園の再構築実施計画」に基づき、令和２年
４月１日に神田幼稚園を南幼稚園に統合する。

　「本市における公立幼稚園の効率的運営と今後の
あり方について」の答申に基づき、各園において、
子育て支援機能の充実を図るとともに、「公立幼稚
園の再構築実施計画」を策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

⑤
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

6,936 6,972

85.0 85.2 85.5 85.9 86.5

22.8

━

7,000

94.0

指標名称
単
位

％

H23 H24 H25

6,553 6,792 6,802━ ━ ━ ━

指標名称

園行事等への未就
園児、保護者、地域
の方の参加者数

単
位

人

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

「幼稚園教育が充実してい
る」と思う市民の割合

━ ━ ━
幼稚園での教育活
動に対する保護者満
足度

％

R１

━ ━ ━ ━ ━ 17.4 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

20.6

H29年
H30年

20

30

40

50

60

70

32 34 36 38 40 42

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

14

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・小中一貫校推進検討委員会を設置し、一貫校設
置についての検討、ワークショップ、関係者会議、住
民説明会を実施。
・「小中一貫校設置実施計画」などを策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 確かな学力の育成

施策 学ぶ力を育成する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 小中一貫校の設置

①

・平成30年５月、市第四中学校区小中一貫校施設整
備に係る民間活力活用アドバイザリー業務委託契約
を締結することにより、事業の推進を図った。
・小中一貫校を開校するに当たり、仮設運動場施設を
市立たんぽぽ保育所用地（グラウンド・駐車場用地）に
整備したことにより、教育環境の保持を図った。

②

・児童・生徒の自学自習力が身に付き、テストの結果
の伸びに着実な成果が表れている。
・ICT機器の整備により、よりわかりやすい授業づくり
が行われるとともに、伝え合い、学び合う授業の中で、
思考力・判断力・表現力の育成を図った。

・学校における授業以外に、民間事業者による個別
学習支援を実施。
・小・中学校のICT機器の整備を進め、それを活用し
た教育を推進。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称 英語教育の充実

③

　外国人英語講師の派遣人数を拡充し、児童・生徒が
ネイティブの英語に接する機会や、英語を活用する機
会を増加し、英語力の向上を図った。

・外国人英語講師を配置。
・各中学校区で英語による児童・生徒の交流会であ
る、Hop Step English交流会を実施。
・イングリッシュプレゼンテーションコンテストを実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 きめ細かな学習指導の充実

・英検受検料補助事業として、小学生に英検Jr．、
中学生に英検の受検料補助を実施。
・英語村事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称 特色ある学校づくり

③

名称 教職員研修等の推進

②

⑤

名称 児童生徒の支援

③

・新学習指導要領を踏まえ、授業改善へとつながる研
修を計画的に実施し、教職員の資質向上を図った。
・教育研究員活動などの調査・研究の成果をいかし、
学校の教育力向上を図った。

・教職員研修を実施。
・教育研究員活動を実施。
・教育フォーラムを開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・少人数教育推進人材等が教員と連携し、児童・生徒
の実態に応じたよりきめ細かな学習指導を行ったこと
で児童生徒の学習意欲の向上や基礎・基本の学力の
定着を促進した。
・市費負担教員を配置し、小学３・４年生を35人学級編
成にしたことで生活面での落ち着きや基礎・基本の学
力の定着を図った。

・少人数教育推進人材や学力向上支援人材を小中
学校への派遣。
・小学３・４年生を35人学級編成とし、市費負担教員
を配置。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 英語力の向上

②

・英検受検料補助事業では、公的な資格取得に加え、
児童・生徒が自らの学習成果を確かめ、自信につなげ
ることで英語力の向上を図った。
・英語村事業実施により、授業で学習したことを活用
する機会を得るなど、子ども達の英語に対する更なる
学習意欲の向上を図った。また、小学校教員に対して
は、授業力向上を図った。

⑤

・子どもサポート会議では、心理、医療、法律、福祉等
の専門家を交え、課題・解決策を探り、対応プログラ
ムを構築した。
・不登校傾向の児童・生徒の登校状況が改善されるな
ど、適切な支援を行った。また、司書教諭と連携しなが
ら、学校図書館を活用した教育活動を展開した。

・子どもサポート会議を開催。
・中学生サミット、小学生サミットを開催。
・児童生徒支援人材による学習面・生活面のサポー
ト、学校司書による読書環境の整備。
・「いじめ問題対策委員会」を設置、開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

・各中学校区とも、特色ある教育・特色ある中学校区
づくりに向け、中学校区での共通理解を図り、計画的
な取組を行った。
・専門的な技術や知識を持った人材を活用することに
より、教育活動の充実を図った。

・各中学校区の研究推進等に係る計画支援を実
施。
・教育活動支援人材、学校評議員を活用した教育活
動を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

0.972 0.990

0.946 0.975 0.971 0.974 0.986

22.6

0.975

R１

20.1 17.9 ━

H26

R２
（2020）
（めざそう値）

1.101

1.011

R２
（2020）
（めざそう値）

指標名称

小学校全国学力・学習
状況調査における平均
正答率の全国比

全国
平均を
１とし
た場
合の
数値

単
位

H22 H23 H24 H25

0.981

中学校全国学力・学習
状況調査における平均
正答率の全国比

全国
平均を
１とし
た場
合の
数値

指標名称
単
位

「教育内容が充実し
ている」と思う市民の
割合

％

━ ━ ━━

13.9 ━ 12.6 ━

H25

0.971

H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

21.7

━ ━ ━ ━

H26年
H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

50 52 54 56 58 60

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

15

■後期基本計画の振り返り

⑤

★

②

名称 学校園施設管理業務

②

　児童・生徒が安全で快適に学べ、避難所としての役
割も果たせるよう教育環境の保持を図った。

④

③

名称 就園支援

③

・私立幼稚園児保護者の経済的負担の軽減を図っ
た。
・多子世帯、ひとり親世帯の保護者負担軽減を図っ
た。

　就園奨励費補助金及び私立幼稚園保護者補助金
制度を運用。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 学校給食の運営

③

　児童・生徒の心身の健全な発達のため、栄養バラン
スのとれた安全・安心な学校給食を提供するとともに、
アレルギー対策を適切に行い、効率的・効果的な運営
に取り組んだ。

・小学校給食の運営、小学校給食調理業務委託の
推進。
・中学校給食の運営。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 学校環境整備業務

・市立小学校に１人ずつ安全監視員を配置。
・幼稚園、小中学校の施設・設備機器の保守点検等
を適切に実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

⑤

名称

①

・市民意識調査において、「子どもの安全・安心に対す
る取組が充実している」と回答した人の割合は29.8％
であった。
・子どもの安全・安心を確保することができた。

　市立小学校在籍児童（小１）に通信端末を配布し、
随時位置情報が確認できる体制を構築。（対象者
1,782人のうち、1,267人が利用申請）

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

　校舎棟トイレ改修工事（小・中学校）、プール改修
工事（小・中学校）、屋内運動場屋根・床改修工事
（小・中学校）などを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 通学路の安全対策

施策 教育環境の整備・充実を図る

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 学校園施設の経年化対策

①

　校舎棟トイレの洋式化による整備率を40％～50％に
向上させるとともに、児童・生徒が安全で快適に学べ、
避難所としての役割も果たせるよう教育環境の保持・
充実を図った。

②

・園児、児童・生徒への交通安全啓発活動の充実を
図った。
・通学路へのカラー舗装により、児童・生徒が安全で
安心して通学できる環境づくりを推進した。

・小学校通学路の路側帯や横断歩道の必要箇所に
カラー舗装を施工。
・園児、児童・生徒に対して、交通安全指導や自転
車安全利用講習会を実施。
・交通安全教室、自転車安全利用講習会を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。

指標名称

━ ━ ━
小中学校の屋内
運動場の屋根・床
改修の実施校数

校

R１

━ ━ ━ ━ ━ 18.1 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

20.1
「教育環境が充実し
ている」と思う市民の
割合

単
位

％

H24 H25

13 15 17━ ━ ━ ━

指標名称

小中学校のプール
改修の実施校数

単
位

校

H22 H23
R２

（2020）
（めざそう値）

━

25

24

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

19 21

6 9 12 14 16

21.8

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

48 50 52 54 56 58

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

16

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

①

　地域社会が子どもたちを安全安心に守り育てる事業
及び子どもたちと地域社会が社会規範・マナーを学ぶ
事業を追加委託し、地域の教育コミュニティの更なる
充実を図ることができた。

・地域教育協議会事業を実施。
・各中学校区地域教育協議会へ新たに２事業を委
託。
・学校支援地域本部事業を実施。
・学校安全体制整備推進事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 青少年健全育成団体との体制づくり

②

　各団体による自主的かつ主体的な事業等が実施さ
れ、市民の青少年健全育成に関する意識醸成等が図
られた。

名称 青少年リーダー組織の強化

③

・青少年活動や地域活動のリーダーとして必要な資質
や能力の向上を図ることができた。
・様々な年代の青少年への安心かつ自由な居場所を
提供することができた。

・寝屋川リーダーズ事業を体系化するとともに実践
的プログラムを実施。
・青少年の居場所スマイルを拡充、また、ハピネスを
新設。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 地域ネットワークづくり

　社会教育団体である市立校園ＰＴＡ協議会及び市
青少年指導員会、寝屋川青年会議所への支援や助
言等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・放課後子ども総合プランに基づく一体型事業を全
24校に導入。
・留守家庭児童会の受入れを６年生までに拡大し、
午後７時までの延長保育と土曜開所を導入。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 家庭教育力の向上

施策 青少年の健全育成を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 放課後の居場所の充実

①

・全ての児童を対象に、安全・安心な放課後の居場所
を提供することができた。
・増加する共働き家庭等の「小1の壁」打破に資するこ
とができた。

②

・子育てに不安等を抱える保護者等へのきめ細やか
な相談活動等を行うことができた。
・保護者や地域住民等に対する家庭教育力向上への
意識醸成を図ることができた。
・児童の発育段階で適応している６年生に拡大し、子
どもが自らの力で暴力等に対応するための知識や手
法を学ぶことができた。

・家庭教育サポーターの全24校配置及び夏季休業
期間全小１中１家庭への訪問を実施。
・家庭教育学級事業の全24校での実施。
・CAPを市立全小学３年生及び６年生に拡大。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

指標名称

家庭教育サポー
ターの活動回数

単
位

回

32.8

━ ━ ━ ━
子どもの安全見守
り隊の登録者数

指標名称

「学校・家庭・地域が連
携して青少年の育成を
見守っている」と思う市
民の割合

単
位

％

人

H22

R１

24.3 ━ 20.1 ━ 30.5 27.2

H23 H24 H25

5,250 6,096 7,030━ ━ ━ ━

R２
（2020）
（めざそう値）

8,000

7,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

6,732 7,828

5,315 4,937 4,717 4,592 4,488

━ 33.6

H26年H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

50 52 54 56 58 60

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

17

■後期基本計画の振り返り

生涯学習を充実する

夢を育む学びのまちづくり

施策

子ども読書活動の推進

後期基本計画期間中に実施した主要な取組

まちづくりの大綱

主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

・子ども向けの事業・行事やオーサービジット事業を実
施し、読書の普及及び意欲の向上を図ることができ
た。また、読書通帳の配布を通じて読書に関心を持つ
きっかけづくりになった。
・学校司書対象研修では図書館と連携し司書のレベ
ルアップにつながった。また、ビブリオバトルを開催す
ることにより、読書推進を図ることができた。

③

①

②

①

②

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

　学習機会の確保や情報提供を行い、市民の生涯学
習活動を推進し、社会教育の充実を図った。

・平成２９年度にクラウド式図書館システムへ移行した
ことによりデータの適正管理ができている。
・中央図書館休館中ではあるが、サービス低下につな
がらないよう蔵書の提供に努めた。

名称 学習体制の充実

名称 図書館機能の充実

名称

・生涯学習情報誌の発行とホームページへの情報
の掲載を実施。
・社会教育委員会議を開催。
・「社会教育推進計画」に基づく、事業の進捗管理及
び検証を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

・職員体制整備を進めるとともに、クラウド式図書館
システムへの移行を実施。
・更なる蔵書の充実、提供に努め、適正な図書館立
地の在り方や老朽化対策に関する検討を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

・学び館を開設。
・エスポアールの施設改修を実施。
・学び館、エスポアール、中央公民館の管理・運営
を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

・平成28年5月に「第２次子ども読書活動推進計画」
を策定。
・作家を招くオーサービジット事業を実施。
・読書通帳の配布を実施。
・学校司書対象研修やビブリオバトル講習の実施。

・それぞれの施設において、事業内容の情報発信を市
広報誌、ホームページ等で積極的に行い、また、事業
内容の拡充や市民のニーズに対するなどし、多くの市
民に利用していただいた。
・各施設とも必要に応じて計画的に修繕を行った。

成人教育活動の充実

名称 学習活動のための環境づくり

・幅広い学習情報を提供し、学習機会の確保に係る
取組を実施。
・地域人材の養成や市民が学び得た成果を通じて
地域に還元していく取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

・各講座等の開催を通して、市民の図書への興味、学
習意欲の向上、生活等での課題解決に資する効果的
な読書推進につなげることができた。
・中央図書館休館中ではあるが、サービス低下につな
がらないよう蔵書の提供に努めた。

名称 読書活動の推進
②
主
な
取
組

名称

名称

①

・日本語よみかき促進事業や成人教育講座事業で
は、市民ニーズを的確に捉えた生涯学習活動の場を
提供することで、生涯に渡った活動につながる取組が
できた。
・まちのせんせい活用事業においては、日常活動とと
もに、体験講習会等を開催するなどPRを行い、今後の
更なる取組につながる基礎固めを行った。

③

①

②

③

④ ④

・読書普及啓発事業として、一般向け講座、ビジネ
ス支援講座、本のリサイクル市等を実施。
・障害者、高齢者、多文化サービス事業として、点字
図書の貸出、録音図書（テープ・デイジー）の貸出、
外国語原書の蔵書購入を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

⑤ ⑤

名称
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H25 H26 H27 H28H23 H24 H29 H30H22指標名称
R２

（2020）
（めざそう値）

市民一人当たりの生
涯学習活動回数

7.8 8.4 8.5

4.9 4.1

R１

8.3

5.0

━━ ━ ━

━

H24

19.0 ━ 17.8 ━ 19.6 18.4

H22 H23 H25 H26 H27 H28

4.9
図書館の市民一人
当たりの貸出冊数

回

冊

単
位

指標名称
単
位

「生涯学習の機会や情
報の提供が充実してい
る」と思う市民の割合

％

8.3

5.4

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

R１

20.8 21.8

H29 H30

4.8 4.7 4.5 5.1 5.0

7.7

H26年

H29年H30年

20

30

40

50

60

70

36 38 40 42 44 46

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

18

■後期基本計画の振り返り

④

⑤

③

①

・埋蔵文化財資料館において、企画展を開催したこと
により本市の文化財の周知を図ることができた。
・普段、非公開の市指定文化財を所有者の協力を得
て、特別公開を実施した。
・国指定史跡高宮廃寺跡の発掘調査を実施(平成25
年度～28年度)するとともに、それに基づき発掘調査
報告書を策定した。

・文化財保護審議会を開催。
・国指定史跡高宮廃寺跡の発掘調査の実施及び発
掘調査報告書の作成。
・埋蔵文化財資料館における企画展示を開催。
・市指定文化財の特別公開を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

②

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 文化財・地域文化資源の保護と活用体制づくり

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・アルカスホールを管理運営。
・池の里市民交流センターを管理運営。
・青少年の居場所の拡充、埋蔵文化財収蔵室の整
理を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 文化芸術活動の活性化

施策 文化の振興を図る

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 文化振興のための環境整備

①

　アルカスホールにおいては、積極的に自主事業を行
うなどホールの活用に努めたことにより、稼働率
（61.8%）が増加した。また、指定管理者との連携によ
り、適切な管理運営を行うことができた。池の里市民
交流センターにおいては、利用者ニーズに即した、適
切な施設の維持・管理運営を行うことができた。

②

　アルカスピアノコンクールの開催により、アルカス
ホールやスタインウェイピアノの周知が図れた。ミュー
ジカルの鑑賞にでは、児童に対し文化芸術に親しむ機
会を与えることができた。囲碁・将棋活動推進事業で
は囲碁・将棋人口の裾野を広げることができた。過年
度の事業を再構築し、新たに寝屋川文化芸術祭を開
催することで、更なる文化芸術の振興を図れた。

・市民文化祭、寝屋川ミュージックデー、市民たそが
れコンサート、アルカスピアノコンクールを開催。
・ミュージカル“寝屋のはちかづき”を上演。
・囲碁・将棋活動推進事業の実施。
・寝屋川文化芸術祭を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

指標名称 R１

23.8 ━ 26.6 ━ 26.5 31.7 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23

「展示会・コンサートな
ど、文化・芸術活動が
活発に行われている」と
思う市民の割合

単
位

％

H24

━ ━ ━

指標名称

文化振興事業の
参加者数

H22 H23 H24 H25

━人

人

48,343 47,021 48,364

82,097

R２
（2020）
（めざそう値）

59,300

79,300

単
位

━ ━ ━ ━
アルカスホールの
入場者数

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

45,945 53,697

75,118 84,891 80,851 94,397

31.8 32.1

H26年
H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

22 24 26 28 30 32 34

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

19

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・寝屋川ハーフマラソン、エンジョイフェスタin寝屋
川、市民ウォーキング、ねやがわプールズを開催。
・スポーツリーダーズバンク制度を運用。
・スポーツインストラクタースポーツ教室、池の里市
民交流センタースポーツ教室を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 競技スポーツの振興

施策 スポーツ活動を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 生涯スポーツの推進

①

・寝屋川ハーフマラソン参加者は、市民の割合は約２
千人を超えまた市外の割合は４千人程度であり、多く
の市民の体力向上並びに都市格向上に資するイベン
トとなっている。
・ねやがわプールズは３歳以上小学生までの子ども
5,026人が参加し、熱中症等の大きな事故もなく、子ど
もの夏の思い出づくりに寄与できたイベントとなった。

②

　寝屋川市民大会20種目22競技の開催、成績優秀者
の上部大会への参加等に支援を行った結果、平成28
年度には14年ぶりに北河内地区で総合優勝を果たす
とともに、平成30年度もその栄冠に輝き、確実に競技
スポーツの振興が図られている。

・市民体育大会及び北河内・大阪府等大会代表選
手派遣事業を実施。
・スポーツ少年団の活動支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 施設の整備・充実

③

・市民体育館は、指定管理者による市民ニーズに応じ
た事業提案の実施や施設利用に快適で安心できる施
設管理を行った。
・野外活動センターは屋外施設のため利用状況は天
候によって左右されるが、円滑な管理運営に努めた。
・淀川河川グランドは淀川出水時は利用団体と連携し
て速やかに工作物の撤去等の対応ができた。

・市民体育館、野外活動センターを管理運営。
・淀川河川グランド、学校夜間照明を管理運営。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 スポーツ団体との体制づくり

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

③

①

・市内の名所旧跡を巡る市民ウォーキングなどにより、
市民の健康の保持増進、体力向上を図った。
・生涯スポーツの推進を図るため、新たにカローリング
という障害の有無や老若男女に関わらず、市民が楽し
めるスポーツの普及に努めた。

　スポーツ推進委員と連携し、生涯スポーツの普及
の取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

②

⑤

④
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

R２
（2020）
（めざそう値）

H29 R１H22 H23 H24 H25指標名称
単
位

25,343 23,524 21,365

━

20,508

H26 H27 H28

各種スポーツ事業
の参加者数

人 25,234

H30

「スポーツ活動の環
境が整っている」と思
う市民の割合

％

H22 H23 H24

165,783━ ━ ━ ━
市民体育館の延
利用者数

人

指標名称
単
位

17.8 ━ 18.7 ━ 17.7

H25 H26 H27 H28

29,500

196,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP19.6 17.9

164,795 197,508 204,865 185,520

28,033 30,361 30,694 37,726

R１H29 H30

21.7

H26年

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

30 32 34 36 38 40

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
3

20

■後期基本計画の振り返り

　

②

名称 海外姉妹・友好都市との交流

②

・上海市黄浦区との発展的交流につながった。
・海外姉妹都市との交流により、市民や学生の国際感
覚の醸成や市民の外国人に対する理解が深まった。

④

③

名称

③

⑤

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 すさみ町との交流

・上海市黄浦区との友好都市交流に係る覚書を締
結し、公式・市民訪問団の交流事業を実施。
・ニューポートニューズ市及びオークビル市と市民訪
問団の交流事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

⑤

名称

①

・40周年記念事業の実施を通して、更なる交流の推進
を図ることができた。
・市民や団体が主体的に交流することにより、市民の
ふるさと意識の醸成や子ども達の情操につながった。

・友好都市提携40周年記念事業（記念花火大会や
団体功労者への顕彰）を実施。
・各種団体の交流事業や宿泊利用補助、夏休み体
験プログラムなどの市民参加型事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 夢を育む学びのまちづくり

・生活サポートのため、外国人相談窓口を開設。
・生活ガイドブック・マップの周知を実施 。
・多文化交流の場（地域住民との交流広場）を提
供。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称

施策 国内外の交流を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 多文化共生の推進

①

　外国人の生活不便の解消や地域住民とのふれあい
により、外国人が住みよい環境づくりと地域住民との
相互理解につながった。

②

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H22 H23 H24

9.3

指標名称

「国際交流が盛ん
である」と思う市民
の割合

単
位

7.9 ━ 8.3 7.2 ━

H25 H26 H27 H28

％

H23 H24 H25

2,600 943 2,3091,747 1,598 2,586 2,937

指標名称

多文化共生事業
の参加者数

単
位

人 4,000

8.7 ━

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

2,107 2,904

9.2

H29 H30 R１

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

24 26 28 30 32 34

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

21

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

　小路土地区画整理組合（平成30年度組合解散）へ
の運営支援を行い、土地区画整理事業において、
区画道路・公園・緑地等を整備。

★

②

名称 ふるさとリーサム地区のまちづくりの推進

施策 計画的なまちづくりを推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 小路地区のまちづくりの推進

①

　第二京阪道路の開通により、無秩序な開発が懸念さ
れるため、土地区画整理事業において、区画道路及
び公園等の整備や地区計画制度の活用により、健全
な市街地の形成を図ると共に、第二京阪道路を活かし
た物流・商業施設の集積を誘導し、魅力ある都市拠点
を形成することができた。

②

　ふるさとリーサム地区の街なみ環境整備事業による
防災軸となる道路整備に向けた取組を進めることがで
きた。

　ふるさとリーサム地区まちなか再生エリア明和北
地区において、街なみ環境整備方針を策定し、まち
づくり協定の締結、道路設計を実施。

★

③

名称 都市計画公園の再編

③

・緑の基本計画庁内検討委員会との合同開催等によ
り、緑の基本計画改定との連携を図ることができた。
・関係部局との意見調整を図り、寝屋川市運用基準を
作成することができた。

　都市計画公園・緑地検討委員会を設置・開催し、
都市計画公園・緑地（市町村公園）見直しの基本的
考え方に基づき、寝屋川市見直し運用基準の検討
を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 都市計画決定・都市政策業務

・寝屋二丁目地区について、隣接する交野市星田
駅北地区と一体的なまちづくりについて、意見交換
を実施。
・寝屋二丁目地区の考える会にアンケート調査の実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

①

　地区計画などの都市計画決定や地元を主体としたま
ちづくり組織への支援などにより、地域特性をいかした
まちづくりを推進することができた。

・「立地適正化計画」を策定。
・都市計画決定等について諮問する、都市計画審
議会を開催。
・市内５地域を対象に、地元を主体としたまちづくり
組織の設立に向けた意見交換を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 良好なまちづくりの推進

②

・平成29年度アンケートで地権者の意向として、まちづ
くりについて緩やかに継続を検討するという結果が得
られた。
・また、隣接する交野市の星田駅北地区等との意見交
換等を通じて、一体的なまちづくり等に向けた調整が
図られた。

④

③

⑤
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

29 30

━ 22.1 21.6

H28 H29 H30

18 18 19 21

R２
（2020）
（めざそう値）

29

指標名称

地区計画の決定
地区数（累計）

単
位

箇
所

R２
（2020）
（めざそう値）

H22 H23 H24指標名称
単
位

「地域の特性をいかし
た計画的なまちづくりが
行われている」と思う市
民の割合

％

H22

R１

18.1 ━ 19.0 ━ 23.2 19.0

H23 H24 H25

23 24 29

H25 H26 H27

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

46 48 50 52 54 56

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

22

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

　法、条例等に違反している建築物、屋外広告物など
に対して、是正指導等を行った結果、是正等が行われ
た。

・パトロール及び違反建築物の摘発を実施。
・違反広告物の指導を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

　安全な宅地等の整備ができ、良好な都市環境の保
全及び形成を図れた。・「開発事業に関する指導要綱」に基づく指導を実

施。
・「都市計画法」及び「宅地造成等規制法」による許
可に係る審査、検査などを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

名称 建築に係る規制誘導

②

　安全で安心な建築物の確保を推進した。

名称 計画的な住宅施策の推進

③

　「住宅マスタープラン」に基づく住宅施策として、三世
代定住促進、空き家除却を実施するなど、同プランの
基本理念である“誰もが安心して暮らせる魅力ある住
まいの実現”を推進した。

・住宅マスタープラン庁内推進委員会、幹事会及び
空き家対策検討部会を開催。
・子育て世代の住宅取得等を支援する三世代定住
支援補助金の創設・補助を実施。
・空き家除却補助金の創設・補助を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 民間開発に係る規制誘導

・建築確認の審査・検査、長期優良住宅等の認定審
査などを実施。
・バリアフリーなど良好なまちの形成の指導を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

④

名称

③

名称 違反建築物等の防止対策

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

・「景観条例」に基づく届出による規制誘導を実施。
・景観審議会を開催。
・「屋外広告物条例」及び屋外広告物の安全対策に
関する周知・啓発活動を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

②

名称 市営住宅の再編整備

施策 良好な住宅・住環境を創出する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 おもむきのある景観の形成

①

　「景観条例」に基づき、景観計画区域内において景
観重点地区を14地区指定するとともに、行為について
景観届出による規制・誘導を行い、本市独自の景観や
地域特性に応じたおもむきのある景観形成を図れた。

②

　市営住宅入居者が安全で安心して暮らせる良好な住
環境を確保することができた。・寝屋川市営住宅再編整備第１期建替事業を推進。

・公的賃貸住宅や民間賃貸住宅の空き家ストックを
活用した借上住宅の供給を推進。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

23

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

・令和元年度の工事着手に向け、事業用地取得の
ための物件移転補償調査等を実施。
・用地購入、物件移転補償等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 東寝屋川駅前線沿道地区まちづくりの推進

施策 四駅周辺のまちづくりを推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 京阪本線連続立体交差事業の推進

①

　工事に必要な箇所を優先的に買収するなど、計画的
に事業用地の取得等を行うことにより工事着手するこ
とができた。

②

　東寝屋川駅周辺のまちづくりの一環として、都市計画
道路の整備と都市機能の集積に向けた事業を進め
た。

・都市計画道路東寝屋川駅前線の事業認可を取得
し、不動産鑑定、物件移転補償調査など、用地買収
に向けた取組を実施。
・打上高塚町土地区画整理組合の設立認可を行う
とともに、同組合の運営支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 香里園駅周辺の整備

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

①

　「香里園駅周辺地区まちづくり構想」の実現に向けた
取組の実施により、産学公民の連携を深めた。　市街地再開発事業、京阪本線連続立体交差事業

などとの整合を図り、駅前にふさわしい調和の取れ
た本市北部地域の中心として整備を進めるため、香
里園まちづくり委員会など産学公民の協働によるま
ちづくり活動を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

②

④

③

⑤
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

24

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

　①重要給水施設への配水管路耐震化②基幹管路
耐震化③安定給水確保のため配水管路耐震化の３
つの基本方針に基づく更新工事を9,545.5m実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 配水池の耐震化

施策 安全で安定した上下水道サービスを提供する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 経年化した水道管の更新及び耐震化

①

平成28年度　計画　2,382.9m  実施　2,939.6m
平成29年度　計画  2,685.0m  実施　3.547.6m
平成30年度　計画　2,520.0m  実施　3,058.3m
      計　　　　　　　　 7,587.9m            9,545.5m
　平成30年度末で計画の1.2倍の更新（耐震化）工事を
実施した。

②

　高宮あさひ丘配水場更新工事の完了により、計画通
り平成30年度末で水道施設耐震化率100％を達成し
た。

・高宮あさひ丘配水場更新工事を実施。
　コンクリート製配水池をステンレス製配水池に更新
　容量3,000㎥→2,000㎥にダウンサイジング
　送水ポンプ室を耐震補強

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 下水道施設の長寿命化

③

・萱島東地区管路改築工事について計画通り平成30
年度末に改築工事が完了するとともに、木田地区及び
本町地区の管路施設調査等を実施した。
・南前川ポンプ場について耐震補強工事が完了した。
・ストックマネジメントによって、下水道施設の長期的な
下水機能の確保と、ライフサイクルコストの低減を図る
ことにつながった。

・下水道管路施設調査を実施。
・萱島東地区管路改築工事（2.634m）を実施。
・南前川ポンプ場耐震補強工事を実施。
・下水道施設のリスク評価を踏まえた、ストックマネ
ジメント実施方針を策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 経営基盤の安定

・市立小中学校に直結式給水の水のみ場やウォー
タークーラーを設置。
・水道学習事業、水道施設見学会、水道絵画展及
び水の写真展を開催。
・環境フェアにおいて上下水道に係る啓発を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

④

名称 下水道事業の経営基盤の安定

③

名称 下水道施設維持管理業務

②

⑤

名称

③

　下水道施設の清掃、緊急復旧及び維持管理を適正
に行うことができた。・下水道管の清掃を実施。

・マンホール蓋の取替えを実施。
・下水道施設緊急復旧を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・当年度純利益を確保するとともに、支払利息を抑制
することができた。
・アセットマネジメントによって、資産の長寿命化と投資
の平準化を図る中で、水道管路・施設の計画的な更
新を進めることにつながった。

・経常経費抑制や財源確保とともに、起債の償還方
法の精査を実施。
・水道事業アセットマネジメントとして、資産の更新
需要と財政収支の見通しを策定するとともに、水道
事業経営戦略（簡易版）を策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 上下水道局広報啓発業務

②

・市立小学校11校に設置が完了し、水道水のおいしさ
を実感してもらうことができた。
・水道施設見学会での定員を大きく上回る応募や、環
境フェアにおける利き水での水道水がおいしいという
評価など、上下水道事業への理解と関心を高めること
につながった。

⑤

④

　当年度純利益を確保するとともに、企業債残高を着
実に縮減することができた。・経常経費抑制や財源確保とともに、企業債残高と

償還額を考慮した借入を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

25

■後期基本計画の振り返り

⑤

　これまで、放置自動車の撤去を行ってきたことによ
り、交通安全の確保や生活環境悪化の防止を進める
ことができた。

　市内の道路等公共用地に放置された自動車の撤
去処理を実施。
　平成28年度以降の発見件数　０件

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

★

②

名称 生活道路の整備

②

　道路整備が完了し、狭隘道路が解消され、歩行者及
び通行車両等の安全が向上した。

④

　各種講習会などの参加者は増加傾向にあり、交通
安全に係る意識の向上につながった。・交通事故の未然防止を図るため、関係機関と連携

を図り、交通安全運動・教育を実施。
・「自転車安全利用条例」に関する街頭啓発を実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 大阪府都市計画街路事業の促進

③

　大阪府内の都市計画街路事業の促進並びに他の自
治体と情報交換をすることができた。　事業促進のための要望活動、会員相互の連絡調

整会議、事業効果を上げるために必要な研修会・講
習会などに参加。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 放置自転車等対策の推進

③

　放置自転車等の啓発等業務を行うことで、放置自転
車等は減少傾向である。・放置自転車等の撤去、市営自転車駐車場の運

営、放置自転車等への指導啓発を実施。
・めいわく駐車対策として、チラシ貼付、口頭啓発、
標章貼付等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 公共交通等の充実とサービスの向上

　市道太秦元町打上元町１号線の拡幅整備事業に
伴う土地境界の確定や物件調査により、物件移転
補償や用地取得を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 交通安全意識の啓発・安全教育の推進

⑤

名称 放置自動車対策

①

　市民・交通事業者・行政が連携・協力し、持続可能な
交通社会と活力ある都市を実現するため、バス路線
網の充実と利便性の向上など、方向性を定めることが
できた。

・「地域公共交通網形成計画」を策定。
・公共交通機関相互の乗継円滑化と利便性の向上
を図るため、ＩＣポイントサービスを導入。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

　都市計画道路対馬江大利線事業に伴う地籍調査
による土地境界の確定や物件調査、橋梁や道路の
詳細設計、物件移転補償や用地取得を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 安全で快適な道路環境の確保

施策 利便性の高い快適なまちをつくる

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 都市計画道路対馬江大利線（密集住宅地区区間）の整備

①

　地籍調査は、全ての地区で登記完了し、また、橋梁
や道路整備に伴う関係機関協議を円滑に進めること
ができ、物件補償や用地取得を進めることができた。

②

　橋梁長寿命化修繕計画については、全橋点検を実
施済。舗装修繕計画についても、優先順位を定め現
場確認後舗装修繕を実施している。

　計画的に橋梁修繕工事、舗装修繕工事、道路維
持修繕、側溝等の修繕を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
4

26

■後期基本計画の振り返り

⑤

　

②

名称 都市公園等管理業務

②

・都市公園及びちびっこ老人憩いの広場の適正な維持
管理を図り、安全で快適な公園、広場の整備を行っ
た。
・全国都市公園整備促進協議会、大阪都市公園協議
会に参画し、協議会の会議にも参加し、他市との課題
について情報共有を図った。
・毎年開催される協議会に参加することにより、最新の
動向について情報収集し、安心・安全な公園の維持管
理に努めた。

④

③

名称

③

名称 水辺環境の整備と保全

③

・水辺の整備・保全活動の参加者数が増加傾向にあ
る。
・寝屋川再生ワークショップ（平成28年度～平成30年
度計12回開催）による太秦２号公園（山新池）の整備と
保全に係る調査・研究を実施。
・同ワークショップと連携し「水辺整備基本構想（改定
版）」を策定。

・クリーンリバー寝屋川作戦を実施。
・寝屋川再生ワークショップを開催。
・水辺の市民活動への支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称 花いっぱいのまちづくりの推進

・公園・広場等維持管理を実施。
・都市公園等施設改修を実施。
・全国都市公園整備促進協議会、大阪都市公園協
議会に参画。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」
　

④

名称

⑤

名称

①

・緑化の啓発や緑の維持管理について、環境フェア、
市民緑化教室などを開催し市民のみどりへの関心を
高めた。
・公園や寝屋川河川敷など市内の公共施設へ積極的
に植樹し、緑豊かなまちづくりを推進した。

・花いっぱい植栽事業を実施。
・公共施設植栽事業を実施。
・市民緑化教室、エコ・フェスタを開催。
・緑化月間等実施事業を実施。
・フラワーボックス設置事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 快適でうるおいのあるまちづくり

・公園整備を実施。
・都市公園現況調査の実施 ・計画調整を実施。
・都市計画公園の見直しを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

②

名称 緑化の推進・保全

施策 水とみどり豊かなまちをつくる

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 公園・緑地の整備

①

・市民が身近な水辺に親しめる場を提供するため、太
秦２号公園の整備を実施した他、国松公園における用
地寄付いただいた区域の整備を実施。
・小路土地区画整理事業区域において２公園、明和市
営住宅建て替え事業に伴い創出された１公園が新た
に都市公園として整備された。

②

・適正な樹木の維持管理に努めた。
・要綱・条例に沿った緑化指導により、民有地でのみど
りの保全・創出を促進した。
・市内16か所47本の保存樹木について助成金を支給
し適正な維持管理に努めた。
・平成30年度の大阪北部地震を受け支給上限額の見
直しを実施した。

・公園・広場等緑化業務委託事業を実施。
・開発行為事前協議・小規模住宅等緑化指導を実
施。
・保存樹維持管理・枯損防止助成事業を実施。
・生垣設置助成・駐車場緑化助成事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

3,601
水辺の整備・保全
活動の参加者数

人

R１

51.1 ━ 56.5 ━ 53.4 58.8 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

54.3

指標名称
単
位

「身近に公園・緑
地がある」と思う市
民の割合

％

H23 H24 H25

446,228 449,050 451,859434,808 440,163 442,511 443,954

指標名称
単
位

公共施設などの植
栽本数（累計）

本

3,540 4,999 4,131

458,000

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

4,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

454,414 456,182

3,903 3,678 4,913 5,030 5,011

53.1

H26年

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

50 52 54 56 58 60

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
5

27

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 環境を守り育てるまちづくり

・太陽光発電システム設置費用の補助を実施（自治
会集会所、一般住宅）
・市内公共施設及び市民へのグリーンカーテンの普
及・啓発を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 安全で清潔な、みどり豊かなまちづくりの推進

施策 環境に配慮したまちづくりを推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 温室効果ガスの排出抑制

①

・補助の実施により、自然エネルギー普及を図った。
自治会集会所17件（約179t-CO2削減）
一般住宅365件(約1,833t-CO2削減)
・ゴーヤ苗の配布により、グリーンカーテン促進を図っ
た。　15,905株(市民配付8,790株、事業所配付120株、
公共施設設置6,995株)

②

　啓発などを通して、市民意識の向上を図るなど、美し
いまちづくりを進め、市のイメージアップにつなげること
ができた。

・美しいまちづくり条例推進事業を実施。
・駅前での吸殻定点調査を実施。
・美しいまちづくり条例の啓発事業を市内４駅で実施
・エコ・フェスタを開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 自然環境学習

・公害未然防止のための工場・事業場等への立入
調査を実施。
・環境白書“ねやがわしの環境”を発行。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

③

①

・自然観察会（メダカ、水生生物、ドングリ、冬鳥）を行
い、環境保全意識の向上を図った。
参加数563人
・親子で見る水辺の生物観察会を行い、環境保全・水
質保全の意識の向上を図った。
参加数78人（平成28年度～令和元年度の合計）

・市民向け自然環境学習のための観察会を実施。
・親子で見る水辺の生物観察会を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

名称 環境の保全・監視

②

・工場・事業場等への立入調査を行い、公害未然防止
等を図った。（調査件数　1,136件）
・市域の環境に関する調査結果等を記した”ねやがわ
しの環境”を公表することで市民の環境保全に対する
意識の向上を図った。

⑤

④
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H24

単
位

指標名称 H22 H23 H24 H25
R２

（2020）
（めざそう値）

H26 H27 H28 H29 H30 R１

6,840 6,800 6,795

15.9

指標名称
単
位

「地球温暖化防止に向けた取組
の啓発活動など、温暖化対策
が適切に行われている」と思う
市民の割合

％

━ ━ ━ ━ｔ-CO2

公共施設の電力使用に
よるCO2排出量（クリー

ンセンター、緑風園、浄
水場を除く。）

ｔ-CO2 3,022 2,959 3,258 3,345
市のガソリン・ガスなど
の燃料使用によるCO2
排出量

9.3 ━ 10.5 ━

H25H22 H23

6,430

3,098

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

6,559 6,695

3,296 2,748 2,984 2,368 2,653

R１

21.8 9.3 ━

H26 H27 H28 H29 H30

13.8

H26年

H29年

H30年

30

40
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60

70

80

50 52 54 56 58 60

満
足
度
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高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
5

28

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 環境を守り育てるまちづくり

・生ごみ処理機等購入費への補助を実施。
・資源集団回収活動の周知支援を実施。
・「生ごみの水切り」「雑誌の分別」「食品ロス削減」
に関する広報の実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 事業所ごみの減量、適正処理の啓発・指導

施策 ごみの減量・資源化を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 ごみの減量・再資源化に関する啓発・市民活動への支援

①

・資源集団回収量は、減少傾向にあるが、未実施地域
を重点的に啓発し、登録団体は増加している。
〔登録団体数〕
平成28年度　327団体
平成29年度　331団体
平成30年度　335団体

・３つの取組を柱とした啓発を積極的に行っているが、

②

　事業系ごみが平成27年度（基準年度）と比べ平成30
年度は９％程度減った。
〔事業系ごみ〕
平成27年度　19,070ｔ※基準年度
平成28年度　18,166ｔ
平成29年度　18,113ｔ
平成30年度　17,353ｔ

・事業所から排出される缶・びんの分別収集を実
施。
・多量排出事業者にリーフレットを用いた啓発及び
立入指導を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 ごみの減量・資源化の推進

・一部事務組合の円滑な管理運営が行えるよう、構
成市としての調整事務を実施。
・地域環境保全協議会に参加。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

⑤

名称

①

・ごみ減量マイスター認定者は増加している。
平成28年度133人　平成29年度145人　平成30年度
176人
・ごみ減量化・リサイクル推進会議での意見を踏まえ、
クリーンカレンダーをリニューアルし、ごみ減量に対す
る意識向上に努めた。

・ごみ減量化・リサイクル推進会議を開催。
・ごみ減量マイスター養成講座・認定講座を開催。
・ごみ減量マイスター情報交換会を開催。
・クリーンカレンダー、ごみ通信(平成30年度から広
報紙に掲載）を作成、全戸配布を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 北河内４市リサイクル施設組合調整業務

②

　構成４市との会議を平成28年１月から11回開催し、
各市のごみ減量の状況把握と廃プラ処理を含めたご
み処理について協議を行う中で、枚方市と小型家電リ
サイクルの共同処理が実現した。

④

③

名称 関係機関との連携

③

・全国都市清掃会議を通じ、国及び関係団体に効果
的に陳情・要望を行い、円滑な清掃事業の推進を図っ
た。
・大阪府魚腸骨対策協議会と連携し、市内27事業者に
対し令和元年度の制度改正の説明を行い、魚あらの
適正処理に努めた。

・効率的な事業運営等に必要な調査、研究を行うた
めに全国都市清掃会議に参画。
・事業者から排出される魚あらの処理について、大
阪府魚腸骨処理対策協議会に参加し、円滑に事業
を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

⑤
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

837.8

27.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

841.2 863.0

21.8 21.9 21.8 21.1 21.1

H23 H24 H25

874.5 865.8 852.7877.2 888.1 891.2 891.1

指標名称
単
位

ｇ/日
市民一人当たりの
ごみ排出量

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

指標名称
単
位

21.3 21.4 21.5 21.6％リサイクル率

「ごみの減量と資源リサ
イクルの取組が進んで
いる」と思う市民の割合

％

R１

44.7 ━ 49.5 ━ 52.2 49.4 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

49.5 49.3

H26年
H29年

H30年
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高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
5

29

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 環境を守り育てるまちづくり

・新ごみ処理施設の供用を開始。
・ごみ処理施設の適正な維持管理を行い、安全かつ
安定した施設運営を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

施策 廃棄物を適正に処理する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 新ごみ処理施設の建設及び適正管理

①

　新ごみ処理施設建設工事が、当初の計画通り、平成
30年３月に完成し、ごみ処理が滞ることなく、また、計
画通りのごみ発電（平成30年度：33,600MWｈ）が行え、
安全かつ安定した施設運営を行った。

②

③

名称

③

②

名称

②
主
な
取
組

①

名称 臨時ごみ等の処理対策

　一般家庭ごみ収集運搬業務の民間委託の拡大等
を検討・実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 クリーンセンターの維持管理

③

名称 ごみ収集管理

②

⑤

名称 ごみの処理

③

　安全運転・安全作業に対する意識向上に努めている
が、公務災害（平成30年度２件）及び車両事故（平成
30年度５件）が発生し、事故件数「０」を達成することは
できなかった。

・安全運転・安全作業に努め、公務災害ゼロを目指
して取組を実施。
・車両事故の未然防止に向け、日頃から安全運転
意識の向上のための取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・地域清掃に伴う落葉（平成30年度回収量：12.2トン、
協力団体：39団体）を再資源化することにより、可燃ご
みの減量及び地域活動の活性化に努めている。
・不法投棄ごみを迅速に収集したことにより、地域の美
化、生活環境を保全することができた。

・自治会等の地域団体による一斉清掃活動で発生
するごみの迅速な回収を実施。
・地域清掃に伴う落葉の分別収集を促し、再資源化
された堆肥等を団体に還元。
・不法投棄ごみの迅速な収集及び処理を実施。

　

名称 一般家庭ごみの収集運搬業務

②

　平成29年度にごみ収集の民間委託率55％を達成し
た。

⑤

　ごみ処理過程における再資源化の取組により、最終
処分量が削減（平成28年度：10,476トン、平成30年度：
9,623トン）され、最終処分場の延命化にも貢献でき
た。

　ごみ処理過程における、資源分別を徹底すること
により、最終処分量を削減。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

　老朽化が激しい旧施設を適切に維持管理したことに
より、業務への支障を生じず、利用者が安全で快適に
利用できた。

　クリーンセンターの施設全般の設備機器の法定点
検及び定期点検を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

指標名称

ごみ収集の民間委
託率

単
位

％

H22 H23 H24
R２

（2020）
（めざそう値）

55.0

H26 H27 H28 H29 H30 R１

55.0

H25

47.7 47.3 47.028.6 35.5 43.0 44.3

50.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

55.0

0.5 0.5 0.6 11.4 42.9

R１

58.0 56.2 ━

H26 H27 H28 H29 H30

57.4 57.8

━ ━ ━ ━
熱回収率（ごみ焼却
時に発生する熱の利
用）

指標名称

「ごみ収集及び処理が
効率的かつ適正に行わ
れている」と思う市民の
割合

単
位

％

％

50.3 ━ 60.5 ━

H25H22 H23 H24

H26年H29年

H30年

30

40

50

60

70

80

54 56 58 60 62 64
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高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

30

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

①

名称

②

名称 産業振興センターの機能強化

③

　アドバイザーによる支援を通して、国及び府の補助
制度の採択につながった。・国の経済対策等に係る補助制度の積極的な活用

を商工業者等へ働き掛け、支援を実施。
・事業者及び創業希望者を対象とした、経営支援ア
ドバイザーによる経営相談を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②
主
な
取
組

①

名称

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・産業振興に関する連絡調整会議を開催。
・ワガヤネヤガワ・ベンチャービジネスコンテストを開
催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 地域産業の連携、協働の支援

施策 地域産業の活性化を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 産・学・公の交流連携の推進

①

・会議で議論された内容を次年度以降の施策に生か
すことができた。
・コンテストに応募されたプランの内、優秀なプランに
対して事業化に向けた支援を実施し、イベント等で販
売することができた。

②

・香里園地区の地域資源である「八木邸」等を巡ること
で、市内外の方に対し、寝屋川の魅力を知っていただ
くことができた。
・タウンマネージャーについては、検討した結果任用に
は至らなかった。

・香里園まち歩き事業を実施。
・タウンマネージャーの任用に向けた検討を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

指標名称

ベンチャービジネ
スコンテスト応募
件数

件

単
位

9.8

━ ━ ━ ━
産業振興のための
意見交換会の開
催回数

回

指標名称

「寝屋川市の商・工・農
は近隣市と比べて活気
がある」と感じる市民の
割合

単
位

％

H22

R１

━ ━ ━ ━ ━ 10.8

H23 H24 H25

130 316 276━ ━ ━ ━

R２
（2020）
（めざそう値）

200

5

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

308 53

2 3 3 2 3

━ 9.3

H29年
H30年
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重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

31

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・商店街等街路灯維持管理支援事業を実施。
・商業振興近代化支援事業を実施。
・小売店舗改築（改装）支援事業を創設・実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 商業活性化総合支援事業の推進

施策 商業の振興を図る

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 魅力ある商店街づくりの推進

①

・小売店舗改築（改装）支援事業においては、商店街
の空き店舗解消につながった。
・商業振興近代化支援事業においては、防犯カメラの
設置や街路灯のLED化に対して支援を行い、まちの安
全安心に寄与することができた。

②

・空き店舗活用促進事業においては、商店街の空き店
舗解消につながった。
・商業活性化ソフト事業においては、商店街等が実施
するイベント等に対して支援を行い、まちのにぎわい
創出につながった。

・空き店舗活用促進事業を実施。
・商業活性化ソフト事業を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称 消費拡大や消費意欲の向上

③

・プレミアム付き商品券については平成27年度に国の
交付金を活用し大幅に増刷した結果、多くの市民に周
知が図られた。
・桜スイーツについては和菓子、洋菓子をそれぞれ２
種類創製することができ、新たな特産品として周知が
図られている。

・プレミアム付き商品券等発行事業を支援。
・「サクラ☆プロジェクト」における桜スイーツの創製
及び販売促進に対して支援を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

①

名称

②

名称

名称

⑤

④

②
主
な
取
組

①

④

名称

③

②

⑤

名称
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

22 20

73 75 72 79 85

H29 H30

R２
（2020）
（めざそう値）

25

50

R２
（2020）
（めざそう値）

16 15 13

指標名称

商店街等の活性
化事業への申請
件数

商店街等の空き店
舗件数

単
位

件

件

66.5

━ ━ ━ ━

指標名称

「市内で買い物が
しやすい」と思う市
民の割合

単
位

％

H22 H23 H24 H25

13 18 2113

R１

57.4

H22 H23 H24

55.1━ 52.3 ━ 65.5 62.1 ━

H25 H26 H27 H28

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

40 42 44 46 48 50

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

32

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・中小企業人材育成事業を実施。
・中小企業経営・技術支援事業を実施。
・地域経済動向調査(産業振興だより)事業を実施。
・大阪府市町村連携型中小企業融資を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

施策 工業の振興を図る

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 経営の活性化、技術力の強化への支援

①

　中小企業が取り組む技術PRや人材育成、設備投資
などに対する支援についてPRを行うことで、新たな企
業からの申請も増えている。

②

　市内事業者を中心に形成されたグループに対し支援
を実施することで、異業種交流の推進にもつながった。　市内企業が実施する経営基盤強化等を目的とし

た研修会等に対し補助を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

②

名称 産学連携、企業間交流の推進

②
主
な
取
組

①

名称

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

③

①

名称

②

⑤

④
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

指標名称

経営支援の相談
件数（製造業）

単
位

件

H22 H23 H24
R２

（2020）
（めざそう値）

650

H26 H27 H28 H29 H30 R１

439

H25

478 457 448262 317 447 467

45

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

391

29 18 29 28 30

R１

26.1 26.1 ━

H26 H27 H28 H29 H30

24.7 23.9

15 13 16 17
中小企業経営・技
術支援事業の申
請企業数

指標名称

「産業振興センター（に
ぎわい創造館）を知って
いる」市民の割合

件

単
位

％ 22.8 ━ 23.9 ━

H25H22 H23 H24

H26年 H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

32 34 36 38 40 42

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

33

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・農産物品評会、農業技術講習会を実施。
・学校給食への地元農産物一斉導入を実施。
・朝市、学校給食に係る事務経費の補助を実施。
・ふるさと料理講習会、小学校料理講習会を実施。
・地元野菜のトラック市を開催。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 貸農園の推進

施策 農業の振興を図る

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 地元農産物の消費拡大

①

・朝市、学校給食に、毎年50トン以上の地元農産物を
販売・納入し、市民に地元農産物を味わってもらうこと
ができた。
・令和元年７月に寝屋川市駅前で地元野菜のトラック
市を実施した結果、延べ800人以上の人に来場いただ
き、販売、周知ＰＲができた。

②

・市が事務局となり開設している４農園107区画につい
ては、ほぼ満員状態であり、市民のニーズに応じた事
業ができている。
・平成30年度に民間事業者が開設した農園もあり、そ
の開設に係る事務手続を担う立場からも、増加してい
る遊休農地の利活用にも寄与している。

　遊休農地の活用により、市民に広く農と触れ合う
機会を増やすことを目的とする市民農園を開設。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 レンゲ開放農地等の推進

③

・毎年約11万㎡、100筆以上の農地を開放してもらい、
農地景観形成を実施した。
・近隣市でもレンゲ農地開放の事例がないことからも、
他市から来られる方もあり、成果はあると考えられる。

　市内農家の協力により、農地にレンゲを栽培し、
開花時に農地の開放を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 都市農業の啓発

　米の生産調整や、水田を利用した地元農産物、地
域戦略の推進等を目的とした寝屋川市農業再生協
議会の事務運営、水田を活用し野菜を栽培している
農家への補助を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

⑤

名称

①

・毎年11月第３日曜に開催し、地元農産物の販売や、
寝屋川市郷土銘菓や友好都市特産物の販売等、様々
な催しを実施しており、平成30年度は約12,000人の来
場者があった。
・防災協力農地については、レンゲ開放農地の補助事
業等と併せてＰＲし、平成31年３月末時点では122農
家、約20万㎡の農地を登録していただいている。

・寝屋川市農業まつりを開催。
・防災協力農地の登録を促進。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 農業経営管理業務

②

　水田における米、野菜の生産に対し、農家が国から
の補助金を受けるための事務手続きや農地（ほ場）確
認を実施した。

④

③

名称 農業基盤の整備

③

　都市近郊農業の実情に即した農業における効率的
な運営と農業用水の安定確保及び農道の整備を図っ
た。

　農業用水路・農道等の修繕工事に伴う原材料を支
給。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

⑤
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

73,600

4,620

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

79,051 77,749

1,023 2,114 2,114 2,114 2,114

H23 H24 H25

43,985 75,348 72,82058,434 69,478 59,982 65,490

指標名称

地元農産物の消
費量

単
位

kg

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

指標名称

「市内で生産した農
作物を購入したい」と
思う市民の割合

━ ━ ━ ━
貸農園の区画面
積

㎡

単
位

％

R１

62.4 ━ 51.1 ━ 57.9 57.3 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

56.1 58.8

H26年
H29年

H30年

20
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40
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60
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満
足
度

重要度

高

高

高

高

68



第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

34

■後期基本計画の振り返り

⑤

　

②

名称

②

④

③

名称

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 消費生活センター管理業務

④

名称

⑤

名称

①

　消費者被害の救済はもとより、消費者問題に関する
普及啓発を実施するなど、地域の消費者教育の拠点
として機能するよう努めた。

　＜施設利用者数＞
　　・平成28年度　3,935人　・平成29年度　3,709人
    ・平成30年度　3,604人

　消費者庁や大阪府との連携、情報の共有を図り、
市民が利用しやすい施設を提供。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・消費生活講座、出前講座を開催。
・消費生活情報紙くらしねっとを発行。
・消費者行政推進事業として、小学４年生の児童及
び中学１年生から３年生の生徒を対象に消費者力
向上に関する小冊子を配布。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 消費生活相談の推進

施策 消費者保護を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 消費者への情報提供・啓発

①

　消費生活に関する正確な情報提供で、消費者教育
の充実、住民意識の向上と自立した消費者の育成に
努めた。より効果的な情報の活用について、今後も継
続的に実施する。

②

　パイオネットを活用し、複雑化・多様化する消費生活
相談に的確に対応するとともに、各種相談員研修への
積極的な参加を促すことで、消費生活相談員のレベル
アップを図った。
　＜相談件数＞
　　・平成28年度　2,366件　　・平成29年度　2,047件
    ・平成30年度　2,242件

・パイオネット（全国消費生活情報ネットワークシス
テム）の活用による消費生活相談を実施。
・消費者行政活性化基金事業として、国民生活セン
ターへの研修参加等を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

単
位

97.7 97.1 97.1
消費生活相談の
処理率

％

R１

25.3 ━ 17.7 ━ 14.2 13.2 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

13.2

指標名称

「消費生活センターから
の情報が役に立ってい
る」と思う市民の割合

％

H23 H24 H25

986 714 1,247━ ━ ━ ━

指標名称

消費生活講座など
への参加者数

単
位

人

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

98.7

1,200

100.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

1,060 431

97.9 97.9 98.1 98.0 98.3

12.4

H26年
H29年

H30年

10
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60

44 46 48 50 52 54

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
6

35

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 活力あふれるにぎわいのまちづくり

・地域就労支援センターにおいて、就労支援相談事
業を実施。
・大阪労働局と雇用対策協定を締結。
・ハローワーク枚方職業紹介コーナーを設置。
・就労支援ICTセミナーを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

②

名称 自立支援のための職業紹介事業の推進

施策 市域の労働力の活用を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 地域就労支援事業の推進

①

　駅下という利便性の向上に伴い、若年者の相談件数
が増加するなど就労支援相談事業の周知は図られて
いる。協定締結を機に開始した子育て中の方が対象
の「出張マザーズコーナー」をリラットで開催することで
利用者が増えてきている。

②

　継続的に新規求人開拓を実施し、就労者は減少傾
向にあるものの、職業紹介による自立の促進を図るこ
とができた。

　生活保護受給者に限定していた対象者を拡大（平
成27年度）し、２人体制で生活困窮者、児童扶養手
当受給者に対しても職業紹介を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

③

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称

④

名称

③

名称

②

⑤

名称

③

①

名称

②

⑤

④
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

※H26年は比較可能なデータなし。

単
位

指標名称 H22 H23 H24 H25
R２

（2020）
（めざそう値）

H26 H27 H28 H29 H30 R１

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

14 12

4 0 2 2 3

19 8 17━ ━ ━ ━件
地域就労支援セン
ターへの相談から就
労に結びついた件数

人

43

34━ ━ ━ ━
三市合同就職面
接会の採用者数

指標名称

「きめ細やかな就労支
援サービスが提供され
ている」と思う市民の割
合

単
位

％

R１

━ ━ ━ ━ ━ 7.4 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

9.7 11.4

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

44 46 48 50 52 54

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
7

36

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

　公益性のある市民の活動に対して補助金を交付する
ことにより、市民団体等の新たな事業の立ち上げ、事
業の拡充を誘発し、まちの活性化とにぎわいの創出に
つながった。

・市民団体等に対し、公益活動支援公募補助金及
びにぎわい創出公募補助金による補助を実施。
・必要に応じて制度の見直しを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・自治会活動の活性化により、地域コミュニティの醸成
を支援することができた。
・市民ボランティアやNPOを支援することにより、積極
的な市民活動を促進することができた。

・自治会への補助制度の充実や助成金を活用した
備品の貸出などを実施。
・市民公益活動災害補償制度の運用を実施。
・NPOを支援する補助を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 寝屋川まつりへの支援

②

　来場者は10万人を超え、市民自らが参画して作り上
げる「ふるさとのまつり」として、コミュニティ意識の醸成
につながった。

②
主
な
取
組

①

名称 市民公益活動への支援

・寝屋川まつりを、農業まつり、エコフェスタと合同で
開催。
・特殊効果花火やよしもとライブによる特別事業を
実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

③

名称 公募補助金の交付

②

⑤

名称

・小学生向けトレーニングブックを配布し、全市立小
学校で授業を実施。
・周知啓発用のリーフレット、クリアファイルを協働事
業の際に市民に配布。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

まちづくりの大綱 市民が主役のまちづくり

・地域協働協議会に校区自主防災協議会を統合。
・同協議会への交付金制度や地域担当職員制度の
見直しを実施。
・同協議会との今後の連携事業等の検討を実施。

★

②

名称 「みんなのまち基本条例」の周知・啓発

施策 コミュニティの活性化と協働を推進する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 地域協働の推進

①

・防災組織の統合により、地域の負担軽減につながっ
た。
・交付金制度の一本化により、地域にとって分かりや
すい制度とすることができた。また、地域専任職員の
配置により、きめ細かな対応を行うことができた。
・2040年問題を踏まえた今後の地域協働事業につい
て検討できた。

②

・協働の授業を実施後のアンケートで、協働に対する
理解が深まり、協働の事業に参加したい、との回答が
あったことから、小学生の協働への意識を高めること
ができた。
・協働事業において、周知啓発用のリーフレットを配布
することで、市民の協働への意識を高めることができ
た。
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

594

H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

46.3

━ ━ ━ ━人
地域協働協議会が
行う活動・事業への
延べ参加者数

指標名称
単
位

「自治会や小学校区で
の地域活動が盛んであ
る」と思う市民の割合

％

━ ━ 52━

33.1 ━ 33.7 ━

H25

指標名称
単
位

回
地域協働協議会
の活動回数

H22 H23 H24 H25

552

R２
（2020）
（めざそう値）

1,400

23,000

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

478 396

━ 19,718 20,188 23,171 22,316

47.8

506

R１

45.7 45.1 ━

H26

H26年

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

32 34 36 38 40 42

満
足
度

重要度

高

高

高

高

74



第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
7

37

■後期基本計画の振り返り

まちづくりの大綱 市民が主役のまちづくり

・平成28年度に広報誌をA4冊子型フルカラー月１回
発行へリニューアルを実施。
・新企画の掲載など誌面の充実を継続的に実施。
・市勢要覧、暮らしの便利帳等を発行。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 映像による情報発信

施策 情報発信を充実する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 「広報ねやがわ」などの発行

①

・近畿市町村広報紙コンクールで平成28年度から２年
連続で優良賞、平成30年度は府内最高の第３位を受
賞した。
・広報誌リニューアル直後の市民アンケートでは「良く
なった」が68％を占め「悪くなった」を上回った。
・多様な情報発信媒体の特性をいかし、市民が必要と
する情報を分かりやすく発信した。

②

・動画の特性をいかした年間30～40本の動画を配信
し、静止画等では伝わりにくい現場の雰囲気や臨場感
を伝えることができた。
・YouTubeのチャンネル登録者数が平成28年度当初か
ら約157％増加した。

・動画投稿サイトYouTubeを活用し、市政情報や地
域情報を発信。
・玄関ホールテレビで動画を配信するとともに、
JCOMから提供を受けた本市の映像を配信。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称

③

③

　ねや丸くんを新たに加え、市内外に対するペアでのＰ
Ｒを積極的に行ったことにより、市のイメージアップに
つながった。

・新たなキャラクターねや丸くんを作製。
・イラスト活用の選択の幅を広げるべく、はちかづき
ちゃんとねや丸くんの新たなイラストを作成するとと
もに、着ぐるみについても、ペアでの貸出を促進。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

・多様な媒体を活用した情報発信の強化により、市の
施策・事業の「見える化」を推進した。
・統合型アプリとして利便性の高いアプリとすることで
早期に目標インストール数を達成した。
・特設サイト、ふるさと大使、メディアの活用等により市
の認知度の向上、イメージアップを図った。

・市ホームページの適正化を継続して実施。
・平成30年度に定住魅力特設サイトを公開。
・平成29年度に市公式アプリの運用を開始。
・ふるさと大使等を活用し、市の魅力を発信。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 市のイメージアップ

②

・ふるさと寄附金記念品の充実等により、本市の魅力
向上及び本市への寄附金額の増額に貢献した。
・シティプロモーション戦略基本方針を策定し、ターゲッ
トを明確にした効果的な情報発信を行った。
・プロモーション動画やインターネット広告、在阪準キー
局のテレビ番組等を活用して、市の認知度やイメージ
の向上を図った。

名称 ホームページ等による情報発信

・ワガヤネヤガワ検定（御当地検定）を実施。
・ふるさと寄附金の促進。
・結婚新生活支援事業を創設・実施。
・「シティプロモーション戦略基本方針」を策定。
・様々な媒体を活用し、市の魅力等を発信。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

名称 マスコット・キャラクターの普及

④

②
主
な
取
組

①

④

名称

③

②

⑤ ⑤

名称
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■施策指標の推移

※平成30年度からホームページのアクセス数の集計方法を変更している。
■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

R２
（2020）
（めざそう値）

110,600

R２
（2020）
（めざそう値）

H26指標名称

市ホームページの
平均アクセス数

単
位

件/月

H22 H23 H24 H25

82,522 84,599 72,758

指標名称
単
位

「広報紙を毎号読
んでいる」市民の
割合

％

51,117 49,968 69,029

UP

H27 H28 H29 H30 R１

87,611 62,898

48.4

58,534

R１

47.2 ━ 44.9 ━ 50.1 48.6 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

46.2

H26年

H29年

H30年

20

30

40

50

60

70

38 40 42 44 46 48

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
7

38

■後期基本計画の振り返り

②

名称

②

④

③

名称

③

⑤

名称 市民相談事業の実施

③

　法律相談は平日及び月１回日曜日に１日７枠実施す
ることで83.3％の利用率となっており、近隣トラブルな
ど市民の問題解決に寄与するとともに、市政相談を通
じて市民ニーズを把握することができた。

・法律相談を始めとする専門相談、市政相談を実
施。
・平成29年度から全ての専門相談の事前予約制を
開始するとともに、市公式アプリによる専門相談の
受付を開始。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称

④

名称

⑤

名称

①

まちづくりの大綱 市民が主役のまちづくり

　平成29年度から毎年度、18歳以上の市民3,500人
に対し調査を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 市民の意見・提案の把握と活用

施策 市民ニーズを把握する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 市民意識調査の実施

①

・回答率は、平成29年度54.8％、平成30年度41.9％で
あった。
・総合計画で設定した市民意識の指標や施策の重要
度・満足度を把握。
・調査結果を庁内共有することで、市民意識を今後の
施策に反映し、市民満足度の高いまちづくりを進め
る。

②

　多様な媒体の活用により、年間726件の幅広い市民
の意見などを聴取することで市政運営の参考としてい
る。

・文書・電子メール・広聴ボックス等により市民から
の意見・要望等を受け付け、関係課と調整の上、回
答。
・平成29年度からは、要望に対する回答をデータ
ベース化し、庁内での共有を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

H22 H23 H24

15.2

指標名称
単
位

「市政に市民の声が
届いている」と思う市
民の割合

11.6 ━ 13.3 11.2 ━

H25 H26 H27 H28

％

H23 H24 H25

54.1 66.0 ━60.5 ━ 58.8 ━

指標名称
単
位

市民意識調査の
回収率

％ 65.0

9.4 ━

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

54.8 41.9

14.7

H29 H30 R１

H26年

H29年

H30年

10

20

30

40

50

60

40 42 44 46 48 50

満
足
度

重要度

高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
8

39

■後期基本計画の振り返り

⑤

　訪問催告等を有効活用した早期滞納者への個別催
告及び滞納処分の強化等により、保険料収納率が向
上した。

・口座振替の原則化について市民周知を実施。
・訪問催告業務強化に係る取組を実施。
・差押えなどの滞納処分の強化をするとともに、差し
押えた動産及び不動産をインターネット公売により
売却し、滞納保険料を圧縮。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

　

②

名称 早期の納付督励

②

 
       平成29年度実績　  　    　　　　平成30年度実績
　架電件数　         28,095件　　　  　 　　　 27,915件
　勧奨金額　   59,677,876円　　　　     70,303,917円
　応答件数　　  　  12,178件　　　　　     　　11,386件
　応答率　　　　  　 　 43.3％　　　　　　　　     40.8％

④

・不動産のインターネット公売を導入し、塩漬け状態の
物件売却に成功。長期困難案件を終結させた。
・多重債務状態の滞納者について、過払金回収分から
滞納分を納付させ、生活改善を図った。
・各債権担当部長及び課長等を構成員とする債権の滞
納防止及び滞納債権整理回収推進会議を設置し、より
一層の情報共有を図った。

・関係部署から移管を受けた滞納債権について、最
終催告から資産調査、法的措置まで一連の整理回
収業務を実施。
・関係部署に対する徴収事務の助言を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③

名称 軽自動車税賦課・調査・受付業務

③

　パネル・ポスターの掲示を始め、報道提供やデザイン
考案者表彰式の開催等の取組を通じて、御当地ナン
バープレートの周知を図った。
　【平成31年３月末時点交付実績】
　　50㏄：1,038枚　90㏄：64枚　125㏄：587枚

　大阪電気通信大学との連携及び市民アンケートの
実施により、全国初となる排気量別（50ｃｃ、90ｃｃ、
125ｃｃ）にデザインの異なる３種類の御当地ナン
バープレートを作製（平成30年４月１日から交付を開
始）。
総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

③

②
主
な
取
組

①

名称 経常経費の抑制

・民間事業者を活用した電話催告オペレータによる
早期の納付催告を実施。
・徴収担当職員が滞納整理業務に専念できる環境
形成に係る取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称 滞納債権整理回収業務

⑤

名称 収納率の向上 （国民健康保険料）

①

　経常収支比率については、平成30年度は93.4％とな
り、大阪府都市平均（平成30年度96.5％）より良好で
あった。

　予算編成や予算執行時などあらゆる機会を捉え
て、ムダを排除し、創意工夫による徹底した経費の
節減に係る取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

まちづくりの大綱 将来を見据えた自治経営

・「財政収支計画」に基づく計画的な財政運営を推進
（経常経費削減、基金の積立て、地方債の発行抑
制、地方債残高の削減など）。
・財政規律ガイドラインを策定。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 歳入の確保

施策 健全な財政運営を行う

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 計画的な財政運営

①

・計画的な財政運営を進めた結果、普通会計の実質収
支及び単年度収支のいずれにおいても黒字を確保し、
全ての会計において実質収支の黒字を確保することが
できた。
・将来にわたって規律ある財政運営を進めていくため
の財政指標の目標設定や財政運営の見える化・標準
化を図った。

②

　地方交付税の所要額確保及び市町村振興補助金の
確保に努めた。
　地方交付税決定額　平成29年度　11,794百万円
　　　　　　　　　　　　　　平成30年度　12,184百万円
　市町村振興補助金交付決定額
　　　　　　　　　　　　　  平成29年度　46,300千円
　　　　　　　　　　　　　  平成30年度　50,600千円

　国の動向等を注視し、迅速な対応に努めるととも
に、地方財政計画等に留意し、地方交付税等の総
額確保に係る取組を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き

単
位

━ ━ ━％市税の徴収率

R１

11.8 ━ 14.7 ━ 22.2 19.6 ━

H25 H26 H27 H28 H29 H30H22 H23 H24

24.4

指標名称

％
「健全な財政運営が
行われている」と思う
市民の割合

H23 H24 H25

93.1 91.4 96.393.8 94.3 90.9 92.7

指標名称
単
位

％経常収支比率

H22
R２

（2020）
（めざそう値）

━

95.8

95.0

R２
（2020）
（めざそう値）

UP

H26 H27 H28 H29 H30 R１

93.6 93.4

91.9 92.9 93.6 96.0 96.5

24.6

H26年

H29年

H30年

20
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高

高

高

高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
8

40

■後期基本計画の振り返り

・中核市への移行を推進した。
・こどもに関する施策など「命を守る」施策を推進した。
・まちづくりや治水対策を推進した。

⑤

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

②

③

・勤勉手当の成績率や定期昇給の幅の差を拡大させ、
更にメリハリのある給与処遇とした。
・長時間労働抑制システムを導入することで、長時間
労働の是正を進めた。

⑤

④

　

・平成28年４月 こども部、健康部を新設。
・平成29年４月 保健所準備室を設置。
・平成30年４月 都市未来政策監､情報監を設置､
                     環境部、上下水道局を再編。

④

②
主
な
取
組

①

・外部有識者等で構成する検証委員会において、市総
合戦略に掲げる施策・事業の効果及び進捗状況を検
証した。外部有識者の専門的な視点からの意見等を
踏まえ、市総合戦略の見直しを行った。
・若者会議において出された若者ならではの意見を市
の実施する事業に反映した。

②

・サクラ☆プロジェクトの一環として、打上川治水緑地
で桜並木のライトアップを実施し、「桜のまち」としての
イメージの形成、にぎわいの創出につながった。
・学校法人や民間企業、他自治体等と連携し、そのノ
ウハウ・専門知識等を活用することで、市民サービス
の充実や地域の活性化につながる取組を推進した。

③

　情報化に係る国及び大阪府の動向や、「寝屋川市情
報化ビジョン」(H30策定)を踏まえ、人口減少時代の市
民サービスの維持・向上を図るため、AI・IoT・RPA等の
活用について検討を開始した。

①

　

・サクラ☆プロジェクトを推進。
・学校法人等との連携を推進。
・J:COM、枚方信用金庫、JR西日本と連携協定を締
結。
・四條畷市、イオンと三者による連携協定を締結。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 ★

・「第６期定員適正化計画」を策定。
・職員採用PR事業を積極的に実施。
・専門職など必要な職員を確保するため、10月１日
付け職員採用を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称

名称 組織体制･執行体制の整備

市政運営の企画・調整

名称 市の魅力創造のための企画・調整

名称 情報技術の利活用促進

名称 人事給与制度の改革

・平成30年度からオープンデータを実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

・「人事・給与制度改革プラン」を策定。
・人事評価の結果による勤勉手当の成績率や定期
昇給の幅の差を拡大。
・年次休暇の計画的な取得を推進、長時間労働抑
制システムを導入。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」

・市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定。
・外部有識者で構成する同戦略検証委員会で、進
捗状況の検証、追加事業の検討を行い、同戦略の
見直し等を実施。
・若者会議を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 行財政改革の推進

名称 職員数の適正化

名称

効率的な行政運営を行う

将来を見据えた自治経営

施策

後期基本計画期間中に実施した主要な取組

まちづくりの大綱

主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

③

①

②

①

②

③

・「改革・改善アクションプラン」においては440,597千円
（平成27年度～28年度）、「経営改革・都市格向上プラ
ン」においては、平成29年度は370,997千円、平成30年
度は351,840千円の財政的な効果を上げた。
・マイナンバーカードを利用した各種証明書のコンビニ
交付を導入した。

・「第６期定員適正化計画」に基づき、総人件費の上限
を設定し、職員数の適正化を進めた。
・職員採用に関する説明会の開催やパンフレットの作
成・配布など職員採用ＰＲ事業を実施したことにより、
一定の応募者を確保した。
・中核市への移行に伴い必要な職種（獣医師、薬剤師
など）の職員を確保した。

・「改革・改善アクションプラン」「経営改革・都市格向
上プラン」に基づく行財政改革を実施。
・マイナンバー制度の周知及びマイナンバーカード
を活用した市独自サービスの検討を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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19.4

H26 H27指標名称
単
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━ 16.2

H22 H24

26.9 32.8 16.426.5

H24

23.3
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26.0

R２
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（めざそう値）

19.2 19.3
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H29 H30

11.2 ━ 14.0 ━ 19.0 14.9
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100.0
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（めざそう値）

UP━
「行財政改革が進ん
でいる」と思う市民の
割合

％
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指標名称
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第五次総合計画の
施策指標（めざそう
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高
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第五次総合計画後期基本計画総括シート

■まちづくりの大綱・施策
8

41

■後期基本計画の振り返り

⑤

④

③

　住民異動によるワンストップサービスとして、子ども
医療・国民健康保険の加入等の届出の受付を拡充。
たばこのポイ捨てなどの看板の申請や猫の去勢の申
請など、クリーンセンターに行かなければならない申
請を受け付けるように市民サービスの向上を図った。

　多様な市民ニーズを踏まえ、ワンストップサービス
における取扱い業務の拡充を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

①

　オリジナル婚姻届等の作製や記念品の贈呈、撮影
コーナーの設置、赤ちゃんのための防災グッズの配布
など人生の節目に記念となるサービスを提供したこと
で市民からは好評を得ており、市のイメージアップや
定住促進にも寄与している。

　婚姻・出生の届出時に思い出に残る市独自の
サービス提供を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

名称 各種証明書交付業務

②

　平成29年１月からコンビニ交付を導入し、交付件数
は増加している。マイナンバーカードの普及促進ととも
に周知方法を検討し、市民の更なる利便性の向上を
図った。

名称 斎場施設の充実

③

・老朽劣化している火葬設備等について、事故等が生
じないよう万全の修繕を図った。
・長期的に安全かつ安定した運営・維持管理を行える
ように、業務委託の内容を見直して長期継続を締結し
た。

・寝屋川斎場における火葬を適正に執行。
・火葬炉など必要な周辺設備修繕を迅速かつ確実
に実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②
主
な
取
組

①

名称 戸籍業務

　市民の利便性の向上を図るため、各種証明書の
コンビニ交付の導入を実施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

④

名称

③

名称 ワンストップサービスの拡充

②

⑤

名称

まちづくりの大綱 将来を見据えた自治経営

　マイナンバーカードの申請に関する出張受付を実
施。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

②

名称 シティ・ステーション業務の充実

施策 市民サービスを充実する

後期基本計画期間中に実施した主要な取組 主要な取組の結果

①
重
点
取
組
項
目

①

名称 社会保障・税番号制度の活用

①

　平成29年度は、地域住民の利便性からコミセンを中
心に出張受付を行い、14日間で2,804人の申請を受付
した。また、平成30年度は子育て世代の申請率を上げ
るため、商業施設等で土曜日や夜間などに実施する
など手法を変えて行った。その結果は、大幅に申請率
は増加したものの世代別の申請率が課題となってい
る。

②

　市民にとって身近な窓口として様々な業務を円滑に
行うとともに、施設のリニューアルを行ない相談業務の
プライバシー保護等を徹底した。また、ねやがわシ
ティ・ステーションでは平成28年度から取扱業務の充
実とハローワークや地域就労支援窓口を併設したこと
により、市民の利便性が向上した。

・市民にとって身近な窓口として様々な業務を円滑
に行うとともに、レイアウト等の改修を実施。
・ねやがわシティ・ステーションでは取扱業務の充実
を図るとともに、ハローワーク等を併設。

総合戦略に関連施策がある場合は「★」 　

③
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■施策指標の推移

■市民意識の指標の推移

■市民意識調査における「重要度」×「満足度」の動き
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